
   

北九州市監査公表第 34 号 

平 成 1 7 年 8 月 1 5 日 

 

北九州市監査委員    山 柿 勝 利   

同         大 津 雅 司   

同         城 戸 武 光 

同         泊  正 明   

 

 

北九州市長から、包括外部監査人の監査の結果に基づき、措置を講じた

旨の通知があったので、地方自治法第 252 条の 38 第 6 項の規定により、次

のとおり公表する。 

 

 

1 外部監査の種類 

  包括外部監査 

 

2 選定した特定の事件  

  「委託料に関する事務の執行」 

 

3 監査の期間 

  平成 16 年 6 月 21 日から平成 17 年 3 月 25 日まで 

 

4 監査公表の時期  

平成 17 年 3 月 25 日（平成 17 年監査公表第 17 号） 

 

 

 

 

 

 

 



   

5 監査の結果に基づく措置状況 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ｉ．経済文化局 

１．国民宿舎管理運営業務 

 

①市が独自に予定価格を積算すべきであ

る。【観光課】 

 

予定価格は、委託先から入手した見積書

と、内訳を含めて全く同一の内容で計算さ

れており、予定価格と委託先からの見積金

額との比較検討を行った資料もない。委託

業務要綱の一部改正についての通知（平成

11 年 2 月）において、業者等の見積価格を

そのまま予定価格とすることのないよう

にとされているとおり、経済性や効率性等

の観点から市独自に積算を行うことが必

要である。 

 

②管理費の算定根拠を明確にすべきであ

る。【観光課】 

 

予定価格の管理費は経費総額の 5％とし

て計算されているが、積算の根拠は特にな

いとのことである。5％の内容や根拠が不

明確であると、業務内容や実績等に応じて

管理費の算定比率等を見直そうとする場

合、適切に設定することが難しくなる。委

託業務要綱第 7 条第 2 項では、予定価格の

設定に当たっては、客観的かつ適正に積算

を行うものとするとされており、積算の根

拠を明確にしておくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の契約については、過去の

実績等を鑑み、市独自に経済性や効率性を

勘案した積算を行い契約を行ったところ

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理費について、ホテル、旅館の管理運

営を行っている民間企業について聞き取

りを行ったところ、総売上の 6％～10％の

間でその費用を設定しているとのことで

ある。さらに、一般的な委託業務について

は、経費の規模によって異なるが 10％～

20％で推移している。めかり山荘について

は、平成 12 年度までは総事業費の人件費

分にかかる 10％、平成 13・14 年度は総事

業費の 8％であった。過去の経緯から、管

理費の削減を図っており、さらに、民間の

動向を勘案し、管理費 5％は妥当と判断す

るものである。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．北九州国際会議場管理業務 

 

①市が独自に予定価格を積算する必要が

ある。【観光課】 

 

委託先からの見積金額と市の設計金額、

契約金額の内訳、合計が全て一致してい

る。見積書をもとに市側が独自に設計金額

を検討した形跡がなく、また、関係者への

ヒアリング結果からも、契約金額を見積金

額と同一にすることを意図して積算され

ている。委託業務要綱の一部改正について

の通知（平成 11 年 2 月）において、業者

等の見積価格をそのまま予定価格とする

ことのないようにとされているとおり、経

済性や効率性等の市独自の観点から積算

を行うことが必要である。 

 

②事実に基づいて事前確認表を作成する

必要がある。【観光課】 

 

委託業務要綱第 9 条第 5 項において、随

意契約をしようとするときは、適正な事務

処理を図るため、確認表に基づき、事前確

認を必ず行うものとされている。本業務の

事前確認表を見ると、「予定価格の設定に

おいて類似の委託契約の実例価格を参考

にしているか。」が「適」とされているに

もかかわらず、具体的に類似の委託契約の

実例価格はデータとして残っておらず、実

際には参考にされていない。事前確認表は

事実に基づいて正確に記入する必要があ

る。なお、実例価格は契約金額の妥当性を

判断する際に参考となる重要な情報であ

り、また、翌年度以降の積算にとっても有

益であるため、かかる情報を収集した場

合、本業務の事跡に残しておくべきであ

る。 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の契約では、経済性・効率

性を踏まえ、過去の実績等からの削減計画

を盛り込む等、市独自の予定価格の積算を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年度分から指摘事項につき適正

な処理を行っていきたい。 

 



   

 監 査 の 結 果 措 置 状 況 

③書面で再委託の申請承認手続を行うべ

きである。【観光課】 

 

本業務では委託先から他の業者へ再委

託が行われている。その内容は施設の維持

管理業務、映像音響設備運用保守業務、清

掃業務などであり、3 年間、同一業者に継

続して委託されている。再委託に当たって

は、あらかじめ書面により、市長の承認を

受けなければならない(契約書第19条)が、

その書面は確認できなかった。市として

は、経済性・効率性の観点から委託料の予

定価格の積算や実績をチェックする必要

があるが、そのうち、相当部分が他の業者

へ再委託されている場合や、特定の業者へ

の再委託金額が大きい場合などは、再委託

についても業務内容や業者選定方法、再委

託金額などをチェックし、委託料の使途の

妥当性や経済性を確認することが必要と

なる。委託先からの再委託に関しては、契

約書の規定どおり、申請の内容及び承認の

事実を書面で残しておくべきである。 

 

３．門司港レトロ施設管理運営業務 

 

①市が独自に予定価格を積算する必要が

ある。【門司港レトロ室】 

 

委託先からの見積金額と市の設計金額、

契約金額の内訳、合計が全て一致してい

る。見積書をもとに市側が独自に設計金額

を検討した形跡がなく、また、担当課への

ヒアリング結果からも、契約金額を見積金

額と同一にすることを意図して積算され

ている状況である。委託業務要綱の一部改

正についての通知（平成 11 年 2 月）にお

いて、業者等の見積価格をそのまま予定価

格とすることのないようにとされている

とおり、経済性や効率性等の観点から市独

自に積算を行うことが必要である。 

 

 

 

平成 17 年度の契約では、委託先に対し

て、再委託については、事前に書面により

市の承諾を得るよう指導し、委託料の使途

の妥当性や経済性の確認を行ったうえで、

承諾を行っている。 

また、再委託の申請及び承諾について

は、書面で残すこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 17 年度の契約を行うにあたって

は、過去の実績や門司港レトロ地区の観光

客数の動向を基に予定金額を設定した。 

業者からの見積についても積算内容を

精査し、適正に契約を行った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②事実に基づいて事前確認表を作成する

必要がある。【門司港レトロ室】 

 

委託業務要綱第 9 条第 5 項において、随

意契約をしようとするときは、適正な事務

処理を図るため、確認表に基づき、事前確

認を必ず行うものとされている。本業務の

事前確認表を見ると、「予定価格の設定に

おいて類似の委託契約の実例価格を参考

にしているか。」が「適」とされているに

もかかわらず、具体的に類似の委託契約の

実例価格はデータとして残っておらず、実

際には参考にされていない。事前確認表は

事実に基づいて正確に記入する必要があ

る。なお、実例価格は契約金額の妥当性を

判断する際に参考となる重要な情報であ

り、また、翌年度以降の積算にとっても有

益であるため、かかる情報を収集した場

合、本業務の事跡に残しておくべきであ

る。 

 

４．関門海峡ロープウェイ事業化検討基礎

的調査業務 

 

①透明性・競争性の高い業者選定とすべき

である。【門司港レトロ室】 

 

随意契約に当たっては、契約規則第 20

条で 2 人以上の者を選定し、見積書を徴す

るものとしている。また、委託業務要綱の

一部改正についての通知（平成11 年 2 月）

でも、委託先を特命することは極力避け、

提案方式など公平性、客観性の高い方法を

講じ、または 2 人以上による見積り合わせ

を行うことを徹底することとされている。 

 本委託業務は特命随意契約であり、その

特命理由としては市内にＰＦＩ方式等の

事業手法の検討に対応できる業者がいな

いこと、及び委託先は市のＰＦＩ関連調査

業務の受託実績があることとされている。 

 しかし、本業務に対応可能な業者は他に

もいるため、見積書は複数業者から提出さ

せるべきであった。また、本業務は平成 16

年 1 月に契約しており、時間的な制約もあ

ったと推測されるが、業務内容は専門的な 

 

 

 

 左記の事項は、類似の委託契約がなかっ  

たが、誤って「適」としていたため、指摘

されたものである。 

平成 17 年度の契約を行うにあたって

は、類似の委託契約がない旨、記載した。 

また、過去の実績や門司港レトロ地区の

観光客数の動向を基に予定金額を設定し、

業者からの見積についても積算内容を精

査し、適正に契約を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後はコンペ方式も含めて検討したい。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

立場からの提案を期待できるものである

ため、複数業者から提案書を提出させて選

定するコンペ方式が適している。 

 

②業務着手時に業務計画書を提出させる

べきである。【門司港レトロ室】 

 

委託業務要綱第 15 条では業務に着手す

るときはあらかじめ委託先から業務の実

施計画書を徴するとされている。また、契

約書においても業務計画書の提出を義務

付けているが、実際には提出されていな

い。実施計画書や業務計画書の提出は、市

の仕様書どおりの業務を適切なスケジュ

ールで行う予定であることを事前に確認

し、必要があれば指導、調整を図るために

必要となる。また、業務開始後も、市によ

る進行管理や履行確認の際に参考とすべ

き重要な書類であり、規定どおり、事前に

業務計画書を提出させるべきである。 

 

③ヒアリング調査について適切に履行確

認をする必要がある。【門司港レトロ室】 

 

仕様書では、全国のロープウェイの事例

に対してアンケート調査だけでなく、ヒア

リング調査を行うこととなっているが、委

託先から提出された報告書等ではヒアリ

ング調査を実施した事実が記載されてい

なかった。市としては、ヒアリング調査先

実施一覧を報告書に記載させるなど、履行

確認できる書類を委託先から提出させる

必要がある。また、平成 16 年度も同じ業

者に本業務の続きの調査を委託し、そこで

もヒアリング調査が行われるということ

であるが、調査の重複を避け、適切な業務

計画となるように指導するためにも、ヒア

リング調査に関する実績の把握は必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は事前に業務計画書を提出させる

こととしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後はヒアリング調査の実績を詳細に

把握したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

５．市文化振興事業に関する業務 

 

①市独自の観点で委託金額が設定されて

いることが分かるようにする必要がある。

【文化振興課】 

 

予算額と委託先からの見積金額、市の予

定価格の内訳、合計が全て一致している。 

 また、見積書をもとに市側が独自に設計

金額を検討した形跡（書類等）も見られな

かった。委託金額の検討は、契約時点より

も前年度の予算要求段階で重点的に財団

と協議し、行っているということである

が、文化振興事業の特殊性を前提としつつ

も、市独自の観点（予算査定ではなく、所

管部局の観点）から委託金額がチェックさ

れ、設定されていることがわかるように、

事跡（協議に先立ち財団が提出した当初見

積書など）として残しておく必要がある。 

 

②契約書への収入印紙の貼付について適

正な取扱いをする必要がある。【文化振興

課】 

 

契約書には、印紙税法の定めにより、収

入印紙を貼り、契約書に使用した印鑑また

は署名で消印(契約書と印紙にかけて割

印)する必要がある（印紙税法第 8 条）。当

該委託契約は、委託業務の内容から請負契

約に該当する可能性があるが、市が保管す

る契約書に印紙が貼られていなかったた

め、適切な改善が必要である｡国または地

方公共団体が作成する文書には課税され

ない（印紙税法第 5 条第 2 号）ため、相手

方に印紙を貼らせ消印させて作成された

契約書を市が保管することになる（業務委

託契約事務の手引き参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年度分から指摘事項につき適正

な処理を行っていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度委託契約書より指摘事項に

つき是正した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

③指定管理者との協定文書を適正なもの

に改善する必要がある。【文化振興課】 

 

「北九州市芸術文化施設に関する基本

協定書」の第 5 条で「前条の委託業務につ

いては、北九州市が定める委託仕様書等に

基づき、北九州市の予算の範囲内で、年度

ごとに、別に業務委託契約を締結する。」

と明記されている。しかし、指定管理者の

指定は協定を締結することで実行され、地

方自治法上の「契約」には該当しないため、

上記第 5 条の表現は、指定管理者との協定

で規定されている業務について、別途、委

託契約を締結して実施するかのように誤

解を与えかねない。そこで、地方自治法が

想定している指定管理者制度の契約形態

に沿った協定文書を取り交わすよう改善

すべきである。 

 

６．市立戸畑市民会館管理運営業務 

 

①委託事務が統一的に行われるよう担当

課間で十分連携すべきである。【文化振興

課】 

 

平成 15 年度の管理運営業務委託につい

て監査したところ、福祉会館（保健福祉局

計画課）については、年度末近く（平成16

年2月）になって変更契約が行われていた。 

 変更の理由は、当初予定していた光熱水

費の執行が冷夏等の影響で大きく下回っ

たことによるものであった。光熱水費の執

行が当初予定よりも大きく下回ったこと

は、市民会館(経済文化局文化振興課)も同

じことであったが、契約は変更されずに、

年度末の概算払いを精算する形で済まさ

れていた｡担当課が異なるとは言え、一体

的な施設で同様のことが生じているので

あり、市民会館も福祉会館にあわせて年度

の途中で変更契約するなど、双方の担当課

が連携を密にして手続を統一する必要が

ある｡特に、「ウェルとばた」は、福祉会館

と市民会館という複数の機能を一体化し、

市民にとっては利便性の高い施設と思わ

れるが、管理運営では市の担当が分かれて 

 

 

 

平成 17 年度より「契約書」でなく「個

別協定」（「北九州芸術劇場の管理運営

に関する協定書」）を締結している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度契約分については、年度末

時点で執行残が出ることが判明したため、

保健福祉局計画課と協議し、変更契約を締

結した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

おり、それがデメリットとならないよう、

担当課間で十分連携することが必要であ

る。 

 

②統括管理業務の内容について再委託の

仕様書等で明記する必要がある。【文化振

興課】 

 

委託先の社会福祉法人は、「ウェルとば

た」の管理運営に当たって、清掃業務、舞

台設備機器の運転操作業務及び設備常駐

管理等業務について、他の業者に再委託を

行っている｡再委託先は、現在まで同じ業

者（3 社）である｡そこで、再委託の内容を

監査すると、再委託先の 1 社との委託契約

の中にウェルとばた統括管理業務が含ま

れていた。本来、管理運営業務全体を統括

するのは市が直接契約している社会福祉

法人の役割のはずであるが、「ウェルとば

た」の開館当初、ハード部門の技術的な部

分については専門業者のサポートが必要

であったため、その業務に限定して再委託

を行っているとのことである。しかしなが

ら、統括管理業務がハード面に限定されて

いることは仕様書等で明記されていない。 

 再委託の妥当性について誤解を生じか

ねないため、業務内容を明確にする必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年度分より、再委託の業務内容

を明確にするために、仕様書の内容を見直

すとともに、再委託業務の削減に努めるよ

う指示を行った。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

７．総合農事センター園内管理業務   

 

①最新の積算基準に基づいて設計金額を 

積算する必要がある。【総合農事センター】 

 

本業務の設計金額の積算に当たっては、 

平成 11 年度建築保全業務積算基準を基に

計算されている。しかし、平成 11 年度以

降建築保全業務積算基準の改正が生じて

いたにも関わらず、平成 15 年度の委託契

約に際して、4 年前の基準に基づくことは、

現実的で妥当な積算方法とは言い難い。仮

に改正後の建築保全業務積算基準に基づ

き計算すると、38,228,840 円と、146,560

円ほど低い金額となる。したがって、予定

価格及び契約金額も若干低く設定できた

可能性があり、それだけ余分な支出につな

がったと言える。設計金額は適切な積算基

準に基づき、正しく計算する必要がある。 

 

８．脇田海釣り桟橋管理運営業務 

 

①市が独自に予定価格を積算する必要が

ある。【水産課】 

 

予定価格は、委託先から入手した見積書

とほぼ同一の内容で計算されており、予定

価格と委託先からの見積金額との比較検

討を行った資料もない。委託業務要綱の一

部改正についての通知（平成 11 年 2 月）

において、業者等の見積価格をそのまま予

定価格とすることのないようにとされて

いるとおり、経済性や効率性等の観点から

市独自に積算を行うことが必要である。 

 

 

 

 

 

平成 17 年度園内管理業務委託から、最

新の積算基準に基づいて設計金額を積算

しており、適切に対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託においては、市で独自

に積算し、見積金額との比較をおこない契

約した。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

９．北九州メディアドーム清掃業務 

 

①平成 14 年度当初の指名競争入札は業務

を分割すべきではなかった。【競輪事務所】 

 

平成 15 年度には政府調達として「地方 

公共団体の物品等又は特定役務の調達手

続の特例を定める政令」（以下、特例政令

という。）に基づき一般競争入札を行って

いるが、その前の平成 14 年度には総務大

臣の定める基準額を超えているにも関わ

らず、年度当初、一般競争入札は行われて

いない。清掃業務を 2 つに分割した上で、

4 月～6 月の 3 ヶ月を期間とする指名競争

入札を実施している（1 つは入札不調のた

め随意契約）。なお、7 月～翌年 3 月分に

ついては一般競争入札で業者が選定され

ている。市によると、平成 13 年度末に市

の出資法人から業務を引き継いだ（市直営

化）が、3 月下旬に出資法人の解散が決定

し、引継ぎ期間が短かったため、翌年度の

当初に間に合うように一般競争入札を実

施できなかったためとしている。確かに、

一般競争入札の実施前には一定の公告期

間を設ける必要があるなど、年度当初に間

に合うように一般競争入札を実施できな

かった事情は理解できる。しかし、当初の

指名競争入札においては、業務を 2 つに分

割した点は、前年度まで出資法人が業務を

分割して発注していたやり方を踏襲した

とのことであるが、特例政令第2 条第 3 項

（協定回避のための分割禁止条項）に抵触

している恐れがある。分割せずに一つの業

務として入札を実施すべきであった。 

 

 

 

 

 

平成 14 年度は、公告期間の問題や業務

についての不確定要素があったためであ

り、平成 16 年度以降は、「地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令」に基づき一年を通しての一

般競争入札を実施している。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②平成 14 年度は、より早期に一般競争入

札を実施すべきであった。【競輪事務所】 

 

①に関連して、平成 14 年度の 7 月から 

翌年3月までの業者選定についても改善の

余地があった。随意契約等による当初 3 ヶ

月の契約金額は 29,394 千円（本場分）、 

一般競争入札による残り 9 ヶ月は 26,250 

千円（同）となっており、1 ヶ月当たりに 

すると 7,000 千円近くの差（随意契約等 

9,798 千円－一般競争入札 2,916 千円＝ 

6,882 千円）が出ている。市にとって、随 

意契約等よりも一般競争入札の実施によ 

る経済的なメリットが大きく出ている。さ 

らに、市の「物品等又は特定役務の調達手 

続の特例を定める規則」第 5 条によると、 

通常、一般競争入札により特定調達契約を 

締結する場合は、入札期日の前日から起算 

して40日前までに公告する必要があるが、

急を要する場合は 10 日に短縮することが

可能である。したがって、一般競争入札に

よる業者選定まで 3 ヶ月の期間は必要な

く、市の委託料の支出を抑えるためにも、

随意契約等の期間を短縮し、できるだけ早

期に一般競争入札を実施すべきであった。 

 

③平成 15 年度下期は一般競争入札を実施

する必要があった。【競輪事務所】 

 

平成 15 年度では上期と下期に清掃委託

業務を区分して委託している。平成 14 年

度から平成 15 年度にかけて、メディアド

ーム北九州の改修工事を行っていた。 

平成 15 年度当初の段階では、下期に委 

託清掃範囲が大きく縮小することが予想

されたため、途中で設計及び契約の変更を

行うよりも、分割して発注する方法を選択

したようである。そして、上期は特例政令

に基づき一般競争入札を実施し、下期は上

期の業者とそのまま特命随意契約を締結

している。しかしながら、下期の予定価格

（税込み）は、総務大臣の定めた基準額

29,000 千円を超えており、上期と同様に

一般競争入札を実施する必要があった。ま

た、下期は仕様が大幅に変わるなど不確定 

 

 

 

 指摘は厳粛に受け止め、平成 16 年度以

降は、「地方公共団体の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める政令」に基づ

き一年を通しての一般競争入札を実施し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘は厳粛に受け止め、平成 16 年度以

降は、「地方公共団体の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める政令」に基づ

き一年を通しての一般競争入札を実施し

ている。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

要素が多いことから、競争入札に付すこと

はできず、業務に精通し、緊急時にも対応

できる上期の業者に特命随意契約で委託

したとしている。しかし、大幅に仕様が変

わるのであれば、むしろ上期とは別の業務

として、改めて入札を実施すべきである。 

 さらに、不確定要素があると言っても、

年度当初に比べて状況も具体的に予測で

きたはずである。したがって、ある程度の

不確定要素を前提としつつ、入札及び契約

締結が可能であり、必要に応じて契約変更

で対応できる状況であった。 

 

④委託先から業務報告書を提出させるべ

きであった。【競輪事務所】 

 

委託契約書の第 5 条で「･･･仕様書の定

めるところにより、業務報告書を作成して

北九州市に提出して、委託業務の実施結果

及び処理状況を報告しなければならな

い。」と明記されているが、委託先から業

務報告書が提出されておらず、契約書の規

定に反している。実際には競輪事務所の職

員が直接見て確認できる部分もあるが、毎

日の清掃業務の実施状況を網羅的に直接

確認することは難しく、しかも効率的では

ない。また、単に形式的な手続の問題では

なく、清掃業者側の履行責任に対する意識

にも少なからず影響を及ぼすものである

ため、書面で履行状況を提出させ、かつそ

れを保存しておくべきである｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履行確認の方法については、平成 16 年

度の途中から「履行確認報告書」を提出さ

せ書面による確認を実施している。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

10 ．北九州メディアドーム一般設備管理 

 

①随意契約ではなく、入札を実施して業者

を選定する必要があった。【競輪事務所】 

 

本業務の委託に当たっては、平成 16 年

度から指名競争入札を実施しているが、メ

ディアドームが市直営となった平成 14 年

度と翌年の平成 15 年度については随意契

約で同一業者に委託している。市による

と、株式会社メディアドーム北九州（市出

資法人）から業務を引き継いだ直後は設備

保守や運営管理などについてノウハウを

蓄積する必要があったため、2 年間は上記

の株式会社メディアドーム北九州と契約

していた業者と随意契約を行ったとのこ

とである。しかしながら、株式会社メディ

アドーム北九州には市から職員が派遣さ

れており、市として業者に委託するノウハ

ウは十分に蓄積されているはずであるた

め、2 年間のみ随意契約とする理由として

は根拠に乏しい。委託業務要綱第9条では、

随意契約により契約を締結する場合は、合

理的な理由のある場合に限定し、安易に随

意契約によって契約をしないようにとさ

れているように、業者の選定に当たって

は、より透明性、競争性の高い方法で行う

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

指摘を厳粛に受け止め、平成 16 年度以

降は、指名競争入札を実施している。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

11 ．第 4 5 回競輪祭委託料独立型専用場外 

 

①契約書への収入印紙の貼付について適

正な取扱いをする必要がある。【競輪事務

所】 

 

契約書には、印紙税法の定めにより、収

入印紙を貼り、契約書に使用した印鑑また

は署名で消印(契約書と印紙にかけて割

印)する必要がある（印紙税法第 8 条）。 

 当該委託契約は、委託業務の内容から請

負契約に該当する可能性があるが、市が保

管する一部の契約書に印紙が貼られてい

なかったため、税務当局に確認の上、適切

な改善が必要である｡印紙を貼る場合、国

または地方公共団体が作成する文書には

課税されない（印紙税法第 5 条第 2 号）た

め、相手方に印紙を貼らせ消印させて作成

された契約書を市が保管することになる

（業務委託契約事務の手引き参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

指摘以後の契約については、印紙税法等

を確認後、契約相手方に印紙を貼らせ、消

印させた契約書を作成している。 

 



   

 監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅱ．教育委員会 

１．定期健康診断等業務 

 

①契約単価の根拠を明確にし、その見直し

を効果的に行うべきである。【教職員課】 

 

委託金額は契約書に定められている単

価に基づき、実績に応じて支払われてい

る。その単価が整理されている内部資料

（「委託契約の予定単価について」）による

と、「平成 14 年度実績単価及び平成 15 年

度予算を考慮のうえ委託先と度重なる協

議を行った。」とあるが、結果的に従来と

単価は変わっていない。特に、単価の根拠

が不明であり、前年度からの変更について

の協議が中心となっている。市は協議に際

して、他の自治体の事例など参考となるデ

ータも提示していないということである

ため、効果的な協議になっているとは言い

難い。少なくとも、委託先に対して単価に

係る費用内訳等を請求し、単価の根拠を明

確にしておくべきである。さらに、他の自

治体や他の医療機関のデータを収集する

など、既存の単価水準の妥当性を検証し、

交渉材料をもって委託先との協議に臨む

ことによって、単価の見直しが効果的に行

われることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年度契約にむけて、委託先に単

価の積算根拠を請求し、単価の根拠を明ら

かにするとともに、他の自治体（各政令指

定都市）のデータを収集した。 

今後はこれらをもとに委託先と協議を

行っていく。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②すべての診断項目で速やかに実施報告

ができるように帳票を統一すべきである。

【教職員課】 

 

契約書では「業務が完了したときは速や

かに実施報告書を提出するものとする。」

とされている。定期健康診断は、6 月末ま

でに終了するものと8月末までに終了する

ものに分かれているが、いずれもその後の

再検査の実施や実施状況の集計に時間が

かかるため、11 月から 12 月にかけて実施

報告書が提出されている（契約期間は 12

月 19 日まで）。しかし、聴力検査の実施報

告書は翌年 3 月 24 日と大幅にずれ込んで

いる（金額確定は 4 月 9 日）。市によると、

他の健康診断項目は複写式の診断結果票

のため、診断終了後、市に送付されると同

時に委託先にも残って集計作業が行われ

るが、聴力検査だけは複写式ではなく、結

果票が市を経由して委託先に回るため、集

計作業が遅れるとのことである。診断項目

によって帳票や事務フローが異なるのは

効率的ではないため、様式を統一し、速や

かに実施報告ができるようにすべきであ

る。 

 

 

 

 

 

 

診断項目により診断時期・診療機関が異

なるため、全ての帳票を統一することは現

制度では困難であるが、速やかに実施報告

ができるように平成 17 年度より帳票の改

定を行っており、今後も継続して検討して

いく。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．学校、幼稚園施設警備業務 

 

①委託金額の見直しは、毎年行う必要があ

る。【施設課】 

 

平成14年度は指名競争入札であったが、

その後15年度から18年度までの4年間は

平成 14 年度の業者と継続して特命随意契

約を結ぶ予定である。特命理由は、当該機

械警備に必要な機器設置費用が受託者の

負担であるが、同一業者であれば 2 年目以

降の機器設置費用は不要なため、その分、

有利な価格で契約できるためとしている。 

 さらに、随意契約期間中の 4 年間は、当

初契約の1校当たり単価の見直しは全くせ

ず、変えないとのことである。本業務の委

託先との契約はあくまで単年度契約であ

り、翌年度以降の契約及びその金額を保証

するものではないが、市にとって経済的な

メリットが大きいとして、上記のように同

一業者に継続して委託する事情も理解で

きる。ただし、少なくとも随意契約期間中

の委託金額については、実績や仕様の見直

し、実勢価格等を考慮の上、毎年、単価の

見直しを行う必要がある。 

 

 

 

 

 

次回入札時（平成19 年度）においては、

毎年度契約する方法を取らずに実態に合

わせて債務負担行為により、5 年契約を行

いたいと考えている。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②入札結果を分析し、必要があれば指名業

者の入替えなどの対応が求められる。【施

設課】 

 

平成 14 年度は、市内 7 区ごとに指名競

争入札を実施したが、多くの場合、各業者

の入札金額の単価は区ごとに異なってい

る（市の予定価格は 1 校当たりの単価が各

区同じ）。その中で、小倉南区と八幡西区、

及び若松区と戸畑区はそれぞれ同一業者

が同一単価で落札しており、さらにその他

の業者もこの2区ずつ 2 つの組み合わせに

限ってはほぼ同一単価で入札している。全

区同一単価で入札した業者も 2 社あるが、

それを除くと、不自然な結果と言える。担

当課としては、入札の競争性や公正性が確

保されるように、入札結果を分析しておく

ことが必要であり、不自然な状況を把握し

た場合、次回において指名業者を入れ替え

たり、一般競争入札とするなどの具体的な

対応が求められる。 

 

 

 

 

 

 

次回入札時（平成 19 年度）において、

指名業者の入れ替えなど入札方法を改善

する。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

３. 小学校、中学校維持管理業務 

 

①事務費の内容について契約書や仕様書

で明記しておく必要がある。【施設課】 

 

委託内容が緊急工事であり、厳密に見積

ることはできないため、予定価格は積算せ 

ず、前年の実績をベースに契約金額を決定 

している。委託料は、公社が発注した工事 

費に加えて、事務費として工事費の 3％を 

限度（施工管理に関する費用）として支払 

うこととなっており、年度末に精算され 

る。しかし、事務費として 3％を限度に支 

払うことは契約書に明記されているが、実 

際には消耗品等の実費相当額（工事費の 

1. 4％）しか支払われていない。民間業者 

との契約であれば、事務費には間接の職員

人件費等が含まれると考えられるが、ここ

では職員人件費等の間接経費は別途、建築

都市局から支払われているため、含まれて

いないとのことである。そのような負担区 

分については契約書や仕様書では明らか

になっていないため、実態に即して記載を

しておく必要がある。なお、本来は、間接

人件費等のコストも含めて維持管理業務

のコストを正確に把握することも重要で

ある。 

 

４．「コンピュータが使える小学生」育成

事業 

 

①請負か労働者派遣かの位置づけを明確

にして適正な手続を行うべきである。【指

導企画】 

  

 本業務の契約を請負か労働者派遣かの

位置づけを明確にした上で、それぞれの契

約に関する規定に沿って、適正な手続とな

るよう、契約内容等種々の見直しを行うこ

とが必要である。なお、市としても平成17

年度より委託契約の内容を再考し、派遣か

請負かを明確にした上で、契約内容の見直

しを行うこととしている。 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託契約締結において、事

務費の内容を実態に即し、委託契約書、委

託仕様書で具体的に明記した。 

 

平成 16 年度 

 「工事費の 2％を限度として、事務費と

して支払うものとする。」 

    

 

平成 17 年度 

 「工事費の 2％を限度として、人件費を 

除いた事務費を支払うものとする。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託契約の内容を請負業務として位置

付け、派遣業務と混同されないよう委託

内容を見直し、平成 17 年度からは請負契

約を締結している。 

 

 

 

 

 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

５．「小さな国際人」育成事業 

 

①請負か労働者派遣かの位置づけを明確

にして適正な手続を行うべきである。【指

導企画】 

 

 本業務の契約を請負か労働者派遣かの

位置づけを明確にした上で、それぞれの契

約に関する規定に沿って、適正な手続とな

るよう、契約内容等種々の見直しを行うこ

とが必要である。なお、市は平成 16 年度

より委託契約の内容を請負として再考し、

派遣業務に混同されないよう訂正して委

託契約を締結している。 

 

６．公民館、美術館等施設管理及び維持管

理 

 

①市が独自に予定価格を積算すべきであ

る。【生涯学習課】 

 

随意契約においても予定価格を積算す

る必要がある。随意契約により契約する場

合の事前確認表においては予定価格を積

算していると明記されているが、予定価格

調書はなく、委託先の見積額を内訳も総額

も同額で予定価格として起案している。こ

れでは、市側で契約金額の適切な積算を行

っているとは言い難い。委託業務要綱の一

部改正についての通知（平成 11 年 2 月）

において、業者等の見積価格をそのまま予

定価格とすることのないようにとされて

いるとおり、経済性や効率性等を踏まえた

市独自の観点から積算を行うことが必要

である。 

 

②より詳細な精算報告を提出させて、委託 

料の使途を確認する必要がある。【生涯学

習課】 

 

本委託業務に関する委託先からの精算

報告は総額のみである。別途、委託先の決

算書類で支出計算明細書が提出されてい

るが、他の委託業務等と合算されたもので

あり、本件の委託料に係る支出明細は把握 

 

 

 

 

 

 

委託契約の内容を請負業務として位置

付け、派遣業務と混同されないよう委託内

容を見直し、平成 16 年度から請負契約を

締結している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度契約からは、北九州市独自

の予定価格を設定している（市民センター

管理等業務委託）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度から、委託契約にかかる精

算については、従来の決算書類の他に、よ

り詳細な精算報告を提出させ、委託料の使

途を確認することとした。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

されていない。実績の精査は、決算額を検

証し、適正な支払いの根拠となるものであ

り、さらにそこから翌々年度以降の積算の

際にも参考となる重要な情報が得られる

ことになる。また、委託料の実績内訳を確

認することで、委託業務が適切に行われた

との検証にもなり、履行確認の意味でも実

績の精査は重要である。精算報告の様式を

工夫し、より詳細な報告を求めることが必

要である。 

 

７．市立中央図書館及び市立埋蔵文化財セ

ンター総合庁舎管理業務 

 

①両施設の管理業務を一体的に委託する

ことについて、見直しを行う必要があっ

た。【中央図書館庶務課】 

  

平成 15 年度には、中央図書館と埋蔵文化

財センターは、総合管理とする理由がなく

なっていたにもかかわらず、総合庁舎管理

業務として一括して委託している。委託業

務要綱第 14 条で、委託業務を継続して実

施する場合は委託先、内容、効果及び範囲

等について必要な見直しを行わなければ

ならないとされている。また、単に過去か

らの手続を踏襲するだけでは、状況の変化

に対応できず、市の損失につながる可能性

も十分考えられる。したがって、適宜、総

合庁舎管理業務として一体的に委託する

ことがコストやサービスの質などの面に

おいて最適な効果をもたらすのかどうか

を検討し、必要な見直しを行う必要があっ

た。なお、平成 16 年度からは、「市立中央

図書館総合庁舎管理業務」と｢市立埋蔵文

化財センター総合管理業務｣とに分けて、

別契約としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘を厳粛に受け止め、平成 16 年度契

約より、中央図書館、埋蔵文化財センター

の管理業務は、別々に委託している。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②予定価格の積算について、適宜見直しを

行う必要がある。【中央図書館庶務課】 

 

予定価格の積算について、見直しがなさ

れるのは人件費のみであり、それも前年度

に市職員のベースアップ・ダウン分相当を

調整したにすぎない。例えば、清掃費につ

いては清掃面積当たりの費用単価を他の

清掃業務の単価データを参考にすること

により、随時見直しを行う必要がある。単

価の見直しが行われないと、指名業者にと

って予定価格を類推しやすくなり、それ

が、ここ 3 年間の 99％程度という高い落札

率につながっているのではと懸念される。 

 予定価格の積算については適宜見直し

を行う必要がある。 

 

８．埋蔵文化財発掘調査等業務 

 

①特命随意契約に当たって、特命理由をよ

り具体的に説明する必要がある。【文化財

課】 

 

 現在、全市的に｢民間でできることは民

間に委ねる｣（「北九州市新行財政改革大

綱」平成 16 年 4 月）という方向性で行財

政改革が進められている時期だけに、実施

能力のある民間調査会社が存在するにも

関わらず、当該財団と特命随意契約を締結

する根拠を、より具体的に記載し、第三者

にも分かる形にしておく必要がある。 

 

 

 

 

 

清掃単価については、施設規模の類似し

ている社会教育施設である「自然史・歴史

博物館」「美術館」「総合体育館」の単価

を調査した結果、現在の単価が妥当である

と判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特命随意契約締結の根拠を次のとおり

具体的に記載することとした。 

｢文化庁の通知及び九州地区埋蔵文化財

発掘調査基準では、発掘調査の実施主体は

『原則として自治体等又はその設立に係

る発掘調査機関が実施する』と規定されて

おり、財団法人北九州市芸術文化振興財団

埋蔵文化財調査室は北九州市の埋蔵文化

財発掘調査を実施する目的で、北九州市が

出資し設立した専門組織であるため｣ 

 

 

 

 

 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

９．美術館総合管理業務 

 

①予定価格の積算根拠を明確にしておく

必要がある。【美術館】 

 

予定価格の積算は、前年度実績に市職員

のベースアップ・ダウン分相当を調整し、

業務の追加または削減があれば加算・減算

しているが、元々の積算根拠が不明であ

る。業務内容に大きな変更が生じた場合な

どには元々の積算根拠が分からないと適

正に計算することができないため、前年度

からの増減だけでなく、改めて積算根拠を

明確にしておくことが必要である。 

 

②入札結果を分析し、適宜、指名業者の入

替え等の適切な対応が必要である。【美術

館】 

 

業務の性格上、同一業者がある一定期

間、継続して受注することの利点は十分考

えられるが、入札を行う限り、競争性や公

正性を確保できるようにすべきである。具

体的には、入札結果を十分分析する必要が

あり、競争性や公正性について疑問点が見

つかれば、指名業者の入替えや一般競争入

札の導入、あるいは意欲のある業者を公募

して入札を行うなど、適切な対応が求めら

れる。 

 

 

 

 

 

平成 17 年度契約から、予定価格の積算

をやり直し、根拠を明確にした上で、入札

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指名業者の選定については、17 年度は、

新たな業者 3 社を指名に加えて入札を実

施した。今後も、指名業者の入れ替えや指

名業者数を増やすなど、競争性や公正性を

確保したい。 

 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

10. 葛飾北斎ポスターの製作他 2 業務 

 

①適切な業務範囲で委託を行うべきであ

り、故意に分割すべきではない。【自然史・

歴史博物館】 

 

「葛飾北斎展」の基本設計図制作等の業

務委託について、同一の業者と随意契約を

結んでいるが、ポスターの製作、横断幕の

制作、基本設計の 3 つの契約に分かれてい

る。いずれも 100 万円以下（契約規則第19

条）ということで地方自治法施行令第 167

条の2第1 項の規定を随意契約の理由とし

ている。しかし、これらの業務委託は一つ

の展示会に関わるものであり、また、3 つ

とも比較的短期間に行われているため、結

果的に、一括して契約することも可能であ

ったと言える。分割することにより、契約

金額を 100 万円以下にして、随意契約の形

に持っていったと見られても仕方がない

状況である。委託業務の発注に当たって

は、適切な業務範囲を設定し、それに適応

する業者選定方法を採用する必要がある。 

 なお、平成 15 年度に自然史・歴史博物

館から当該業者に委託された業務は 17 件

あるが、すべて100 万円以下（平均816 千

円／件）である。業務の内容や実施時期等

の事情もあると考えられるが、本業務のよ

うに100万円を超えるような業務があった

場合にも、分割して他の業務に合わせてし

まうということが起こりやすくなってい

ると推測される。今後の委託業務の発注に

際しては、そのような状況に流されること

なく、業務ごとに十分留意して行うべきで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

委託契約に際しては、業務内容及び範囲

をできるだけ正確に把握し、適切な業務範

囲で委託を行うことにより、分割発注を未

然に防止するよう周知徹底を図った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

11. 博物館機械設備保守 

 

①入札の競争性を高めるために、指名業者 

の見直しなどの対応が必要である。【自然

史・歴史博物館】 

 

機械整備保守の業務委託については、開

館された平成13年度から平成16年度に至

るまで指名競争入札が行われているが、す

べて同じ業者が落札している。また、指名

業者も殆ど同じであり、入札額も 50 万円

などの等間隔で行われており、業者の入札

額の順序も変わらない。新たな指名業者を

加えるなどにより、入札の競争性が十分に

発揮されるよう改善が求められる。 

 

②業者から参考見積を徴する場合は、正確

な仕様を提示すべきである。【自然史・歴

史博物館】 

 

当該保守委託契約について、平成 15 年

度と平成 16 年度を比較したところ、見積

額が下がっているにもかかわらず、予定価

格が大幅にアップ（11 百万円増加）してい

た。担当課によると、業者見積はあくまで

参考資料として徴しているものであり、平

成 16 年度予定価格を増額したのは、新た

に警備員を1名増員したことに伴う経費増

と時間延長等を見込んだことによるもの

であるとのことであった。 

たとえ、見積書は参考資料として徴して

いるものであっても、見積内容が実際の業

務内容と異なっていれば、参考にする意味

がなくなるため、今後は、正確な仕様を提

示した上で、業務内容に見合う見積書を徴

すことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の業務委託に際しては、指

名業者の見直しを行い、新たに2 社を加え

た 6 社で入札を行うなどにより、入札の競

争性が十分発揮されるよう改善を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の業務委託に際しては、正

確な仕様書を提示することにより、業務内

容に見合う見積書を徴した。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

12. 博物館展示交流 

 

①短期間のうちに契約変更をしなくて済

むように適切な措置を講じる必要がある。

【自然史・歴史博物館】 

 

本業務の委託に当たっては指名競争入

札が行われているが、同じ業者が継続して

落札している。平成 15 年度の契約をみる

と、年度当初の契約後、短期間（4 月 25

日付け）のうちに変更契約が結ばれ、契約

金額が約 15 百万円アップ（27％のアップ）

されている。翌年度も同じように、契約変

更が行われている。これについて、担当課

に質問したところ、展示交流業務について

は、入札の事務手続上、前年度の 3 月中旬

の時点で仕様書を確定する必要があるが、

その時点では次年度の特別展及び企画展

の開催内容及び期間等を確定することが

できなかったため、大部分が確定した段階

で早急に契約変更をしたものであるとの

ことである。契約変更をせざるを得ない場

合もあるが、比較的短期間のうちに契約変

更を行わなくても済むように当初の契約

において仕様書の内容等を充分に詰めて

おくべきであり、あるいは入札の時期を調

整するなどの措置を講じるべきである。変

更金額いかんによっては、改めて、入札を

し直すことも必要になるはずである。 

 

13. 市体育施設等管理業務 

 

①業者からの見積内容を検討し、市独自に

予定価格を設定すべきである。【体育課】 

 

予定価格の設定に当たって詳細な内訳

が作成されていない（なお、市の監査で指

摘済みであり、平成 16 年度から改められ

ている）。また、予定価格を算定するため

に委託先から見積書を入手しているが、こ

れにも詳細な内訳がない。見積書を参考に

しつつも市として独自の視点から積算し

たとは言えず、また、委託先との価格交渉

の材料とならない。委託業務要綱の一部改

正についての通知（平成 11 年 2 月）にお 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の業務委託に際しては、過

去の実績を踏まえ、仕様書の内容を詰めた

上で、入札を実施するなど、短期間のうち

に契約変更をしなくて済むように適切な

措置を講じた。 

なお、平成 17 年度の入札の結果、契約

業者は従前の業者から新規業者に交代し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定価格の設定については平成 16 年度

から詳細な内訳を作成している。 

また、予算編成時に委託先とヒアリング

を行い、査定を行った上で予算を計上して

いる。予定価格の算定については、その予

算数値を基に、市独自の視点で積算してい

る。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

いて、業者等の見積価格をそのまま予定価

格とすることのないようにとされている

とおり、経済性や効率性等の観点から業者

の見積内容を検討し、市独自に予定価格を

設定することが必要である。 

 

14. 学校環境衛生管理業務 

 

①実績報告書には必要事項を記入させる

必要がある。【学校保健課】 

 

決裁書に記載されている水質検査予定

数と実際に履行された検査数との間に差

異が見られた。担当課によると、この差異

は工事による高置水槽の減少数であると

のことであったが、検査実績報告書には、

具体的に検査されなかった学校名等の報

告がなされていない。水質検査などは漏れ

なく行われたかどうかを最終的に確かめ

る必要があるため、報告書にはそうした状

況まで具体的に記載することが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度契約から仕様書の対象施設

及び検体数の項に「検体数に変更のある場

合は速やかに報告すること」の一文を追加

した。 

実績報告にあたっては、契約締結後の工

事等による対象施設及び検体数の変化を

正確に把握したうえで、水質検査報告書と

の照合を行う。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

15. 児童生徒健康診断業務 

 

①契約単価の根拠を明確にし、その見直し

を効果的に行う必要がある。【学校保健課】 

 

委託金額は契約書に定められている単

価に基づき、実績に応じて支払われてい

る。ただし、前述の教職員の定期健康診断

業務と同様に、単価の根拠が不明で、参考

データの収集も行われていないため、市と

委託先の間で単価設定について効果的な

協議が行われたとは言い難い。別途、福岡

県教育庁教育振興部スポーツ健康課長か

ら各市町村宛に平成 15 年度の検診料基準

額について通知が出されているが、市では

その通知よりも高い単価のまま委託先と

契約している。例えば、心電図検査全誘導

は県の通知単価1,500円に対して市の単価

は 2,150 円であり、県通知単価を使うと

5,350 千円ほど委託料が減額できる。委託

先との協議に際しては、県の通知単価のほ

か、他の自治体や他の医療機関のデータを

収集・分析して提示すべきである。また、

委託先に単価に係る費用内訳等を請求し、

単価の根拠を明確にしておくことも必要

である。単価の見直しについて、委託先と、

より効果的な協議を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

平成 18 年度契約にむけて、他都市の契

約単価を調査するとともに、委託先に単価

の積算根拠を提出させた。 

今後これらをもとに委託先と協議を行

っていく。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅲ．保健福祉局 

１．  福祉事業団運営 

 

①仕様書等必要な書類を作成する必要が

ある。【総務課】 

 

委託契約は市と事業団との間で、「社会

福祉施設の運営、管理及び使用料等の徴収

事務の業務」について締結しているもので

ある。そのうち、小池学園成人部等の個別

施設については、契約書の別表 1 に掲げる

施設の運営及び管理に関する業務として

示されているのみである。この契約では、

運営や管理に関して包括的な委託内容と

なっており、通常の委託契約にあるような

仕様書や設計書は設定されていない。市

は、事業団を指導監督しているとのことで

あるが、市が求める管理、運営の業務内容

やその質については、各施設一律ではない

と思われるため、施設ごとに具体的な仕様

等を設定しておく必要がある。仕様書がな

いと、市としても業務の進行管理や履行確

認の際の基準がなく、委託先に対する指導

監督を適切に行うことができなくなる。し

たがって、委託業務要綱第5 条でも仕様の

設定が求められているように、契約事務に

おいて事前の仕様書等の設定は不可欠で

ある。規定に従って、必要な書類を作成す

る必要がある。 

 

②毎年、事前確認表を作成し、随意契約の 

妥当性を確認する必要がある。【総務課】 

 

市の委託業務要綱第 9 条第 5 項では、随

意契約により委託業務の契約をしようと

するときは、適正な事務処理を図るため、

確認表に基づき、各契約主管課において事

前確認を必ず行うものとしている。しか

し、事業団との随意契約に当たっては事前

確認表が作成されておらず、要綱の規定に

反している。特に、市から事業団への委託

は、金額が大きく、かつ長年継続している

ため、毎年、委託先や委託内容等の妥当性

をチェックすることが重要となる。また、

事業団の設立当初とは異なり、福祉施設の 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度契約から各施設ごとに具体

的な仕様書を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件監査対象の平成 15 年度には事前確

認表を作成していなかったが、平成 16 年

度から事前確認表を作成しており、平成

17 年度も同様に作成した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

管理運営についても指定管理者制度のよ

うに、民間の社会福祉法人等と比較検討し

た上で委託先を選定することが求められ

てきており、随意契約における事前確認の

重要性が増している。したがって、規定ど

おり、事前確認表を作成する必要がある。 

 なお、平成 16 年度からは、事前確認表

が作成されている。 

 

③精算報告の遅延処理は、実態を踏まえて 

適切な事務手続きを行う必要がある。【総

務課】 
 

契約書及び市会計規則第57条に従って、

年度末の用務終了後、7 日以内の日付で精

算報告・精算書が市長に提出されている

が、実際の提出は事業団の決算が確定した

後であり、翌年度の 5 月に入ってから手続

がなされている。精算報告の日付が実態と

異なっていることになり、また、契約書等

の定めにも反している。事業団の決算によ

って精算額も確定するという算定方法で

あるため、実務上、翌年度の 4 月 7 日まで

に精算報告を行うことは不可能であり、精

算報告・精算書の提出が遅れることについ

ては、止むを得ない面がある。ただし、市

の会計関係事務手続説明書によると、「支

払精算書及び精算報告書の提出がはなは

だしく遅れているものについては、関係者

からの始末書又は理由書を徴することが

ある。」とされている。支払精算書の提出

遅延については、事業団から市長に理由書

等は提出されておらず、市長から収入役へ

の精算報告の遅延については、担当課が事

前に「精算遅延協議書」を提出することで

対応している。事業団からの支払精算書の

提出が遅れる場合は、その理由書を市長に

提出させるとともに、後日、実際に支払精

算書の提出があった日を事務処理の日付

とするなど、実態を踏まえて適切な事務手

続を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件指摘のとおり、精算額は事業団の決

算によって確定するという算定方法であ

るが、事業団内部の事務手続きに時間を要

するため、翌年度の 4 月 7 日までに精算報

告を行うことは実務上不可能である。そこ

で、会計関係事務手続説明書に基づき、平

成 16 年度の精算の際には、事前に福祉事

業団から精算遅延理由書を提出させた。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

④措置費等が出ている場合の委託料算定・ 

積算方法を適正に行う必要がある。【総務

課】 

 

次のように委託料の算定方法、精算方法

は、委託業務により異なっている。 

1)措置費等が出ている場合 

措置費等は人件費と事業費とに分けら

れる。実際の事業費は措置費等の事業費で

賄えるが、人件費については措置費等で賄

えない場合、措置費等で不足する人件費部

分のみ委託料として市が支援している。ま

た事業費部分で生じる剰余は翌年度の委

託料算定時にそれを除いて委託料が算定

される。結果として、剰余は発生した年度

の精算には含まれず、翌年度の委託料から

控除されることになる。 

 

2)上記 1）以外の場合 

人件費及び管理費の合計金額から補助

金などの収入を控除した金額を委託料と

して精算する。 

委託料が管理運営委託である以上、前ケ

ース 2）の方法が原則であり、同一の契約

の中で精算方法が異なることは問題であ

る。したがって、1）の算定方法は2）と同

様の考え方で見直す必要がある。例えば、

1）で剰余が出た場合も翌年度に持ち越し

て調整するのではなく、2）と同様に当期

の精算時点で剰余部分を市に還付させる

ことが必要である。また、仮に上記 1）の

算定方法をとるにしても、現状では事業団

との契約書及び仕様書で、委託料の範囲

（人件費部分のみ）や精算の方法など、2）

と異なる方法であることが明記されてい

ない。市がどういう基準に基づき、どの部

分のコストを負担するかについて、明確に

しておく必要がある。 
 

 

 

 

 

平成 16 年度契約については、精算で生

じる剰余部分について、包括外部監査人が

指摘した（2）の原則に基づき処理を行っ

た。すなわち、平成 17 年度予算に計上し

た繰越金取り崩し額を差し引いた残金を、

市に返却することとした。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

⑤本部経費に対する委託料の支出につい

て見直す必要がある。【総務課】 

 

本部経費には、事業団の各事業を支える

間接部門の経費のほか、一般会計における

事業団全体の退職金支給額や消費税の納

付など、全体的な経費が含まれている。こ

れらは各事業の実施を支える間接経費で

はあるが、それ自体は特定の事業の経費で

はないため、本部経費を対象として一つの

委託業務とすることには疑問が生じる。む

しろ、事業団の運営を支援する補助金的な

性格である。なお、当該事業団運営委託の

委託料は、収支差額で計算される実費精算

方式であるが、一方で、レインボープラザ

や福祉用具研究開発センターなど、収益事

業として区分経理されている特別会計で

は合計 1 千万円程度（平成 15 年度）の繰

越金が生じている。各特別会計を独立採算

とし、必要な繰越金を有することは理解で

きるが、市が実費精算方式で本部経費を負

担している前提で見ると、繰越金がそのま

ま特別会計に残っている状況についても

問題が残る。以上から、本部経費に対する

委託料の支出については、見直す必要があ 

る。 

 

 

 

本部経費に対する委託料の支出につい

ては、関係部局と協議しながら、見直しに

向けて検討していく。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．勤労青少年ホーム管理運営業務 

 

①予定価格の積算に関する検討過程は資

料として残しておく必要がある【総務課】 

 

「随意契約により契約する場合の事前

確認表」で、「4．予定価格の設定 ②設定

に当たり、経済的数量、時間、経費等を客

観的かつ適正に積算しているか。」が「適」

とされているため、「予定価格積算」を閲

覧して実際の状況を確認したところ、大半

は「前年ベース」での積算であった。市委

託業務要綱の一部改正についての通知で

も、積算基準の見直しや点検が常に求めら

れているとしているように、毎年度、公社

から委託業務の体制や内容、前年度からの

変更点・改善点等をヒアリングしたり、市

場価格や類似業務事例の動向を把握する

など、事前に十分な検討が必要である。そ

して、その結果を踏まえて予定価格を積算

すべきである。さらに、それらの検討や積

算の過程は資料として残しておくべきで

あり、それらの資料が翌年度に引き継がれ

ることによって、初めて翌年度以降の「前

年ベース」の積算にも意味が出てくるはず

である。予定価格の積算に当たっては、適

正な事務手続が必要である。 

 

②委託料の算定対象経費を厳密に区分し

ておく必要がある。【総務課】 

 

公社の決算書を確認したところ、自主事

業については人件費が計上されていなか

った。実際には自主事業についても人件費

はかかっているはずであり、その分につい

ては、公社独自の財源で賄うべき性格のも

のである。本委託業務の積算あるいは精算

に当たっては、勤労青少年ホームにかかる

公社の人件費全額が対象となっているが、

自主事業分の人件費は含めるべきでない。 

正確に委託料を積算するためには、その

対象経費を厳密に区分しておく必要があ

る。 

 

 

 

 

 

公社から委託業務の体制や内容、前年度

からの変更点・改善点等について予算編成

段階でヒアリングし、事前に十分な検討を

している。そして、その結果を踏まえて予

定価格を積算している。それらの検討や積

算の過程は予算編成資料として残してい

るが、予定価格の積算資料としては添付し

ていなかった。平成 17 年度の勤労青少年

ホーム管理運営業務委託契約事跡からは、

積算根拠を添付している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当公社は平成 6 年から勤労青少年ホー

ムの管理運営を北九州市より受けている。 

 主な収入は、市からの委託料、受講料・

教材費収入である。 

 収支決算書上は、それぞれの収入の充当

先をわかりやすくするため、市委託料収入

と受講料・教材費収入に分けて作成してい

るが、受講料・教材費収入で講座の開設等

勤労青少年ホームの管理運営のための事

業を行っており、自主事業は実施していな

い。 

 今後、公益法人の会計基準の見直しが予

定されており、それに併せて、当公社の決

算書についても見直しを行う。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

３．市立福祉会館管理運営業務 

 

①委託料の内容についてのチェックをよ

り厳密に行う必要がある。【計画課】 

 

福祉会館の委託料の内訳について平成

15年度と16年度を比較すると、人件費（報

酬額）はさほど金額が変わらない（ 245

千円減）にも関わらず、人件費に比例する

はずの福利厚生費が大きく減額（ 1121 千

円減）していた。そこで、担当課に福利厚

生費の減額理由を質問したところ、平成

15 年度の福利厚生費の見積が間違ってい

たとのことであった。しかも、平成 15 年

度終了時においても間違っている金額が

訂正されないまま精算が行われていた。担

当課では金額の間違いに気付かないまま

処理していたものと考えられるが、委託料

の内容については、予定価格の積算、業者

からの見積書提出、契約、精算など、何度

か確認する機会があったはずである。この

ような単純なミスが余分な委託料の支出

につながりかねないことから、委託料の内

容をチェックする体制や手続、あるいは職

員の意識等について再確認し、適正な事務

手続となるよう改善する必要がある。 

 

②委託事務が統一的に行われるよう担当

課間で十分連携する必要がある。【計画課】 

 

平成 15 年度の管理運営業務委託につい

て監査したところ、福祉会館（保健福祉局

計画課）については、年度末近く（平成 16

年2月）になって変更契約が行われていた。 

 変更の理由は、当初予定していた光熱水

費の執行が冷夏等の影響で大きく下回っ

たことによるものであった。光熱水費の執

行が当初予定よりも大きく下回ったこと

は、市民会館(経済文化局文化振興課)も同

じことであったが、契約は変更されずに、

年度末の概算払いを精算する形で済まさ

れていた｡担当課が異なるとは言え、一体

的な施設で同様のことが生じているので

あり、市民会館も福祉会館にあわせて年度

の途中で変更契約するなど、双方の担当課 

 

 

 

 

 

平成 15 年度については、見積から精算

に至る過程において、大幅な増減が無かっ

たことから、チェックが不十分になってい

た。 

現在は、経年比較を行うなど、チェック

内容を強化するよう改善した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度分についても、前年度と同

様に執行残が見込まれたため、保健福祉局

計画課と経済文化局文化振興課、及び委託

先の社会福祉法人と協議を行い、それぞれ

契約変更を締結した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

が連携を密にして手続を統一する必要が

ある｡特に、「ウェルとばた」は、福祉会館

と市民会館という複数の機能を一体化し、

市民にとっては利便性の高い施設と思わ

れるが、管理運営では市の担当が分かれて

おり、それがデメリットとならないよう、

担当課間で十分連携することが必要であ

る。 

 

③統括管理業務の内容について再委託の

仕様書等で明記する必要がある。【計画課】 

 

委託先の社会福祉法人は、「ウェルとば

た」の管理運営に当たって、清掃業務、舞

台設備機器の運転操作業務及び設備常駐

管理等業務について、他の業者に再委託を

行っている｡再委託先は、現在まで同じ業

者（3 社）である｡そこで、再委託の内容を

監査すると、再委託先の 1 社との委託契約

の中にウェルとばた統括管理業務が含ま

れていた。本来、管理運営業務全体を統括

するのは市が直接契約している社会福祉

法人の役割のはずであるが、「ウェルとば

た」の開館当初、ハード部門の技術的な部

分については専門業者のサポートが必要

であったため、その業務に限定して再委託

を行っているとのことである。しかしなが

ら、統括管理業務がハード面に限定されて

いることは仕様書等で明記されていない。 

 再委託の妥当性について誤解を生じか

ねないため、業務内容を明確にする必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度分より、再委託の業務内容

を明確にするために、仕様書の内容を見直

すとともに、再委託業務の削減に努めるよ

う指示を行った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

４. 高齢者生きがい活動支援通所事業等 

 

①事前確認表は確認すべき事項を十分検

討した上で作成する必要がある。【計画課】 

 

随意契約に当たって作成された事前確

認表の記載の中に、本業務とは無関係な記

載があった。担当課によると契約室が作成

した事前確認表の雛形を利用した際に、不

要な文言を消し忘れて、残ってしまったと

のことである。事前確認表は、随意契約と

することの妥当性を検証し、その結果を記

録して残しておくための重要な書類であ

る。したがって、事前確認表の作成に当た

っては、その趣旨を踏まえ、単に形式的に

書類を整えるだけでなく、一つ一つの確認

事項を十分検討し、慎重に記入することが

必要である。 

 

②予定価格の積算根拠を明らかにしてお

く必要がある。【計画課】 

 

委託料予定価格調書の記載費目の中で、

「報償費」（講師に対する報酬）の内訳や

積算根拠は記載されていない。金額の妥当

性を確認するとともに、履行確認を正しく

行うために、講義回数等を明らかにしてお

く必要がある。また、予定価格調書の中で

は人員数の記載は特にないが、委託先から

の実施報告書では実際の人員数が記載さ

れている。的確に予算と実績の対比を行

い、その分析結果を今後の業務に活かして

いくためにも、予定価格調書上で予定人員

数を明らかにしておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託契約の事前確認表につ

いては、雛形に記載されていた例示項目を

削除して作成し、各項目の内容も厳格にチ

ェックした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託契約において、予定価

格調書の別表に、報償費の内訳や積算根

拠、予定講義回数、予定受講者数を添付し、

詳細が把握できるように措置した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

５．在宅高齢者等おむつ給付サービス事業  

 

①随意契約に当たっては、有資格業者を選

定する必要がある。【高齢者福祉課】 

 

事前確認表の中で、契約先は市物品等供

給契約有資格者であることと記されてい

るが、平成 15 年度の全件（46 件）の契約

先のうち、3 業者については「物品等供給

契約の有資格業者名簿」（以下、「有資格

業者名簿」という。）に登載されていなか

った（登録申請もされていない）。選定さ

れる資格を有しない業者と契約を締結し

ていたことになる。物品等供給契約の競争

入札参加者の資格及び審査等に関する規

則第 13 条によると、随意契約の相手先の

選定については、有資格業者名簿に記載さ

れている者から指名しなければならない

とされており、規則に反している。契約先

が 46 業者と多いこともあり、事前に資格

の有無を十分チェックできなかったもの

と考えられるが、有資格者のみと契約すべ

きであった。あるいは、有資格者として登

録されていない業者を含める理由を説明

する必要があった。今後の業者選定の際に

は留意していただきたい。 

 

 

 

 

 

契約更新の際や新規参入事業者の選定

の際、確認の徹底をするようにした。平成

17 年度の契約事業者（全 36 事業者）は全

て有資格業者名簿に登載されている。な

お、平成 15 年度に有資格業者名簿に登載

されていなかった 3 事業者とは平成 16 年

度以降契約をしていない。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

６．社会福祉施設等の管理運営 

 

①委託料明細書には必要なコストをすべ

て記載しておく必要がある。【障害福祉課】 

 

委託料の明細書は契約書に添付されて

いる書類であり、人件費、事務費、事業費

に区分され、事業団の予算をベースとして

社会福祉法人会計基準に規定された勘定

科目別に積算された金額を記載する形と

なっている。なお、事業団の予算は前年度

実績をベースに設定されている。ただし、

委託料明細書上では、事業団の予算とは異

なり、事務費や事業費の金額がゼロとなっ

ている。支援費収入があり、これと相殺し

たためであるとのことであるが、これでは

予算書と照合して積算の合理性を判断で

きず、委託料の積算根拠も明らかになって

いるとは言えない。したがって、委託料明

細書は、委託契約の業務に必要なコストを

網羅して記載した上で、支援費収入等を控

除するなど、委託金額の積算根拠及び予算

額との比較が明らかになるような形で作

成する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度からは、委託料明細書の事

務費、事業費についても必要な経費を計上

し、委託金額の積算根拠や予算額との比較

が明らかになるような形で作成している。 

 

 



   

 監 査 の 結 果 措 置 状 況 

７．子どもの館管理運営業務 

 

①仕様書等において事業団及び市が負担

すべき経費の範囲を明示する必要がある。

【児童家庭課】 

 

子どもの館の管理・運営は利用料金制度

によっており、当初、市が委託料で負担す

る経費は人件費と再開発ビル共用部分の

維持管理費（共益費）のみとしている。そ

れ以外の経費はすべて事業団負担となる。 

 事業団は利用料金収入で人件費、共益費

を除く経費を賄い、差額で生じる剰余ない

し損失は管理受託者である事業団に帰属

することとなる。 

ただし、委託仕様書第 5 条では、「市立

子どもの館の管理及び運営上に起因する

公租公課または施設の維持管理に要する

経費はすべて乙(事業団)の負担とする。」

と記述されているのみであり、市と事業団

の経費負担区分の詳細は説明されていな

い。 

また、担当課によると、事業団と市の経

費負担区分は必要に応じて見直すものと

しており、2 年目には、当初、事業団の負

担であった水道光熱費なども市の負担に

変わったとのことである。しかし、第三者

にとって、両者の負担区分変更についても

分からない状況にある。 

仕様書等において、経費負担区分が明記

されていないと、経費負担区分を見直す場

合などに、トラブルが生じる可能性があ

る。したがって、仕様書等において、事業

団及び市が負担する経費の範囲を具体的

に明示しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

市としては、利用料金制度は必要に応じ

見直すものと考えており、方針伺い（平成

13 年 7 月 19 日決裁）の中でも平成 13 年

度は、市の委託料で「共益費・人件費」を

賄うこととするが、平成 14 年度以降は収

支を見ながら市と管理受託者で協議する

こととしている。 

管理運営経費のうち、委託料で市が負担

する経費については、市と事業団で協議

し、事業団の見積書の中に明示することと

している。 

第三者に負担区分が分らないのは、支出

項目の分類が大きかったり、用語が専門

的であったりするためと思われる。平成

18 年度の契約からはより詳細に明示する

こととしたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②利用料金制度の趣旨を踏まえ、適切に契

約変更の事務手続を行う必要がある。【児

童家庭課】 

 

平成 15 年 7 月の黒崎ターミナルビル㈱

の破綻により、入場者の減少とともにビル

の共益費がアップしている。そのため、年

度途中で契約変更をしている。 

その際の決裁書上では、「ビル共用部分

管理費等が増額となったため」、契約変更

するとされているのみである。確かに、共

用部分管理費（共益費）の増額が主である

が、積極的に集客するために行われた広

報・イベント等の他の支出にも充てられ、

結果的に、事業団が負担すべき部分を市か

らの委託料で支出する形になっている。 

当初、事業団の自律的な運営を促し、

「損失が出た場合も管理受託者の負担と

し、市からの委託料は変更しない」という

方針で、利用料金制度が導入されている。 

 黒崎ターミナルビル㈱の破綻という止

むを得ない事情は理解できるが、利用料金

制度の趣旨からは外れるため、少なくとも

決裁書等において、契約変更の理由とその

内容をより具体的に説明するとともに、緊

急避難的な措置であることを明記してお

く必要がある。それがない場合、今後の利

用料金制度の運用に対して、赤字補填が可

能という前例を残すことになる。 

利用料金制度の趣旨を踏まえ、適切に契

約変更等の事務手続を行うことが必要で

ある。 

 

 

 

 

市としては、利用料金制度は必要に応

じ見直すものと考えており、方針伺い（平

成 13 年 7 月 19 日決裁）の中でも平成 13

年度は、市の委託料で「共益費・人件費」

を賄うこととするが、平成 14 年度以降は

収支を見ながら市と管理受託者で協議す

ることとしている。 

平成 17 年度以降に契約変更を行う必要

が生じた場合には、経費負担区分の変更

理由等について、決裁に「緊急避難的」

なことが分かるように詳細に明示するこ

ととしたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

８．児童養護施設措置費 

 

①管理費特別加算の趣旨に沿って、対象施

設の選定を適切に行う必要があった。【児

童家庭課】 

 

措置費支出のうち保護単価の状況につ

いても一部確認を行ったところ、児童養護

施設等の保護単価を定める決定書の中で、

管理費特別加算（一般分保護単価の 1％）

の対象となる 2 施設の決定が行われてい

たが、施設の選定理由については、特段、

記載されていなかった。担当課の説明によ

れば、6 ヶ所の児童養護施設とも「特に評

価に値する、優れた入所者処遇を行ってい

る施設等」であるため、特定の施設を選定

するのではなく、すべての施設を対象とし

て順番に加算を行っているとのことであ

った。しかし、同一年度に加算できる施設

数は限定されており、また、当該管理費加

算額は国庫負担が 2 分の 1 あるが、残りは

市の負担であるため、対象となる施設につ

いては、適切な評価に基づき選定されるべ

きである。また、その選定過程（理由）に

ついても書面で残しておく必要がある。保

護単価の管理費特別加算は、入所者処遇の

改善・向上を促すために、児童擁護施設に

インセンティブを与えるという意味合い

があると思われるが、その趣旨に沿って、

適切に施設選定の手続を行う必要があっ

た。なお、本加算については、国の通知に

より、平成 16 年度から廃止されている。 

 

 

 

 

 

 

管理費特別加算については平成 16 年度

に廃止となっている。 

今後同様の加算制度が新設された際に

は、適切な評価に基づき加算対象施設を選

定し、その事務処理経過がわかるように書

面を整えたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

９．公立保育所運営（民間） 

 

①特命理由をより具体的に説明する必要

がある。【保育課】 

 

「平成 15 年度公立保育所運営委託契約

の締結並びに委託料の支出」に関する伺書

の中で、「委託先の 6 法人は施設運営につ

いて良好な実績を有し、社会福祉事業に高

い見識を有している。また、それぞれの施

設についての細かなノウハウを持ってい

る団体が他にないため」、特命随意契約と

する旨が記載されている。しかし、保育所

を運営している民間の社会福祉法人は市

内に多数あり、特命理由としては、具体性

に欠け、説明不足である。特命随意契約に

当たっては、委託先でなければならない必

然性が、第三者にも客観的に納得できるよ

うな説明をする必要がある。それが難しい

場合は、特命とせず、複数の業者から見積

書や提案書を徴するか、入札を行うなど、

より競争性、透明性の高い方法で業者選定

を行う必要がある。 

 

10 ．民間保育所運営費 

 

①支弁台帳には措置費の実態をすべて記

録する必要がある。【保育課】 

 

保育所の運営費については、1 人当たり

の単価や諸加算額は厚生労働省の通知に

より決定され、その 2 分の 1 は国庫負担と

なっている。毎月、これらの措置費（保育

所運営費）を支弁すると、その費目、人員、

単価等一定の事項を「支弁台帳」に記載す

ることになっている。そこで、正しく支弁

台帳が作成されているかなどについて確

認したところ、支弁台帳はシステムで計算

し作成されているが、基本的な計算しか行

われていないため、加算について支弁台帳

に記載されていないものがあった。これら

については、平成 16 年度からシステムの

変更を行い、支弁台帳に記載することにな

ったとのことであるが、支弁台帳は措置費

の実態を保育所ごとに明確にし、その管理 

 

 

 

 

 

平成 17 年度公立保育所運営委託契約締

結時の特命理由として、「受託先が児童福

祉だけでなく幅広い社会福祉活動を行っ

ており、世代間交流等地域住民の福祉向上

の拠点としての役割を果たすことができ

ること」などの理由を具体的に挙げてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新保育システムを導入し、支弁台帳に保

育所へ支払った運営費の全ての経費を記

録することとした。 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

をより適正に行うためのものであり、か

つ、作成が義務付けられているものである

ため、早期に変更する必要があった。 

 

11 ．健康診査、予防接種 

 

①事前確認表は確認すべき事項を十分検

討した上で作成する必要がある。【保健衛

生課】 

 

随意契約に当たって作成された事前確

認表の記載の中に、本業務とは無関係な記

載があった。担当課によると、他の課で使

用された事前確認表を本業務の様式とし

てそのまま利用した際に、他の課で記載さ

れていた内容を消し忘れて一部残ってし

まったとのことであった。同様の例は保健

福祉局の他の委託契約でも複数見受けら

れたため、単純なミスというよりも、実際

の事前確認表の作成では、確認すべき各項

目について十分検討されていないのでは

ないかとの疑問が生じる。事前確認表は、

随意契約とすることの妥当性を検証し、そ

の結果を記録して残しておくための重要

な書類である。したがって、事前確認表の

作成に当たっては、その趣旨を踏まえ、単

に形式的に書類を整えるだけでなく、一つ

一つの確認事項を十分検討し、慎重に記入

することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前確認表の作成にあたっては、これま

で以上に一つ一つの確認事項を十分検討

し、随意契約とすることの妥当性を検証し

た上で慎重に記入するようにした。 

 

※組織改正により、平成 17 年度から担当

事業課が、保健医療課から保健衛生課へ

変更になっている。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

12 ．福祉医療業務 

 

①事前確認表は確認すべき事項を十分検

討した上で作成する必要がある。【保険年

金課】 

 

随意契約に当たって作成された事前確

認表の記載の中に、本業務とは無関係な記

載があった。担当課によると、他の課で使

用された事前確認表を本業務の様式とし

てそのまま利用した際に、他の課で記載さ

れていた内容を消し忘れて一部残ってし

まったとのことであった。同様の例は保健

福祉局の他の委託契約でも複数見受けら

れたため、単純なミスというよりも、実際

の事前確認表の作成では、確認すべき各項

目について十分検討されていないのでは

ないかとの疑問が生じる。確認表は、随意

契約とすることの妥当性を検証し、その結

果を記録して残しておくための重要な書

類である。したがって、事前確認表の作成

に当たっては、その趣旨を踏まえ、単に形

式的に書類を整えるだけでなく、一つ一つ

の確認事項を十分検討し、慎重に記入する

ことが必要である。 

 

②実態を踏まえて、委託する業務内容や委

託料の積算基準を見直す必要がある。【保

険年金課】 

  

本業務のうち、中心的な業務である「福

祉医療費の請求書及び診療報酬明細書の

作成業務」を取り上げ、委託先での実施状

況や委託料の積算等について担当課に確

認を行った。本来、福祉医療費の請求書や

診療報酬明細書の作成業務は、各医療機関

が行う性格のものである。業務開始当初

は、実際に委託先で業務が行われていたよ

うであるが、現在は、委託先が直接、作成

業務を行っているわけではない。契約書や

仕様書上では、業務の実施体制等が明記さ

れておらず、また、委託先から他の医療機

関等への再委託申請承認手続等も行われ

ていないため、業務の実態が明らかではな

い。 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の随意契約による委託業務

については事前確認表記載の各項目を十

分確認し随意契約とすることの妥当性を

検証するよう職員に周知徹底を図った。ま

た、契約決裁時に各項目について担当職員

に説明を受け再度確認した上で契約する

ようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の委託契約において次のと

おり見直しを行った。 

①業務の実態に則し、委託業務内容につい

て、「福祉医療費診療報酬明細書の作

成」とし、業務が医療機関において実施

されるものであることを、契約書中で明

記した。 

②医療機関における福祉医療費診療報酬

明細書の作成枚数について実績報告書

を提出させることとした。 

③福祉医療費診療報酬明細書の作成単価

について、医療事務従事者の給与等をも

とに積算の見直しを行った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

また、診療報酬明細書や請求書の作成に

ついては、単価が設定され、作成枚数等を

基にした委託料が積算されている。しか

し、医療機関での作成枚数の実績や、それ

に応じた委託料等の支払い状況などが不

明であり、委託料の積算の妥当性も確認し

づらい状況である。本件に関しては、長年

同様の方法で委託料が積算され、委託先と

契約してきたと思われるが、市としては、

まず業務の実態を把握することが不可欠

である。その上で、委託する業務内容や実

施体制の妥当性を再確認して、適正な仕様

書や契約書に改めるべきである。さらに、

作成業務の実績やコストを具体的に調査

し、必要があれば積算基準自体も全面的に

見直す必要がある。 

 

13 ．在宅介護支援センター事業及び介護予

防生活支援事業 

 

①年度当初の段階で委託先の予算内容を

確認することが必要である。【健康推進課】 

 

委託先から提出される収支報告書には

実績内訳だけでなく、予算の内訳も記載さ

れており、費目ごとに実績と比較できる様

式となっている。年度当初に各委託先で予

算が設定されていることになるが、市はそ

の時点で予算の内訳までは確認していな

い。市としては、国の方針で各委託先への

委託金額の上限が決められており、また、

委託先が多く、それぞれで事情が異なるこ

となどから、委託先が作成した当初の予算

内訳については、年度途中の実地調査の際

に初めて確認しているとのことである。本

業務における予算内容は、当該年度の事業

実施の目標になるとともに、実績を検証す

る際の基準となるものであるため、その設

定に当たっては、市の確認が求められる。 

 提出させる書類の様式など、具体的な方

法については工夫の余地はあるものの、年

度当初において予算内訳を提出させ、従来

の委託先の実績などをもとに、その妥当性

を確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託契約を行う際に、各委

託予定先より同年度の「事業計画書」と「収

支予算書」について、新たに提出を求め内

容の審査を行っている。 

なお、実績の確認については、前年度と

同様の手法を用い、妥当性についての確認

を行うこととしている。 

 

※平成 17 年度より、担当事業課が組織改

正により、総合保健福祉センター管理課

から保健福祉局健康推進課へ変更とな

っている。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅳ．建設局 

１．前田熊手線街路事業に伴う公社斡旋事

務費 

 

①分割払い等の支払方法については契約

書等に明記する必要がある。【用地管理課】 

 

 委託料について、伺書では支払時期を 10

月 27 日、1 月 26 日、4 月 26 日の 3 回の分

割払いにするとされているが、公社との間

では、分割払いについて文書による明確な

取り決めがない。 

担当課の説明によれば、以前、公社から

の申し出・協議により中間払いを行うよう

になったとのことで、口頭による合意のみ

とのことである。支払方法についても契約

書等に明記するなど文書による明確な取

り決めを行う必要がある。 

 

②料率の設定根拠を明確にし、委託料節減

等の交渉をする必要がある。【用地管理課】 

 

公社に支払う事務委託料の料率はあっ

せんする用地価格の 3％に設定されている

が、昭和 63 年に締結された協定のままで

あり、16 年間同率である。3％の設定根拠

自体も明確ではなく、また、特に値下げ交

渉は行われてこなかったとのことである。 

担当課によると、非公式には公社から料

率引き上げの打診があったが、委託事務内

容の同一性、委託事業の継続性、他都市の

取扱いとの比較などから判断して 3％に据

え置いた経緯があるということであるが、

その検討過程等が記録されていない。  

 市 100％出資の公社とはいえ、外部の別

法人に委託する以上、単に前例を踏襲して

業務を継続するのではなく、委託料の積算

根拠を明確にし、適宜、市の立場から委託

料節減等の交渉をする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年 4 月 1 日付にて、覚書の一部

を改正し､支払い月について定めた項目を

新たに設けている｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政局、土地開発公社、建設局で検討予

定である。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．鹿児島本線西小倉駅構内南北公共連絡

通路仕上工事 

 

①特殊工事とはいえ、委託工事の金額根拠

を把握する必要がある。【街路課】 

 

 

当該公共連絡通路工事については委託

先から当該公共連絡通路工事の金額明細

が提示されていない。市でも鉄道と交差す

る通路という特殊工事であるため、独自に

工事費の積算ができない状態である。 

この件については、国（国土交通省）も

問題視しており、全国の地方整備局など

に、道路と鉄道の立体交差化工事などにつ

いては工事費の透明性を確保するように、

平成 16 年 8 月 6 日付けで通達を出してい

る。 

また、市においては、これまでの交渉の

結果、平成 16 年度当初より精算時に「工

事業者一覧表」（工事費記載）を入手し、

また、委託先の発注設計書の閲覧ができる

ところまできているとのことである。そし

て、今後も交渉を継続する予定である。 

このように市としては交渉を行ってき

ており、また、市単独の取組みだけでは難

しい面があるのは確かであるが、工事費の

妥当性を確認するためには金額根拠を把

握することが必要である。 

 

３．城内大手町線道路詳細設計業務 

 

①規程に定められている専決権者が検査

を行う必要がある。【街路課】 

 

市助役以下専決規程では「1 件 1,500 万

円を超える設計等の委託の検査」は部長専

決とされているが、本業務の完了届では部

長の検査印はなく、課長までの検査となっ

ていた。規程に定められている専決権者が

検査を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

今後のＪＲへの工事委託にあたっては、

金額根拠の提示について、引続き鉄道事業

者と交渉を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決裁区分について担当者に周知・徹底を

行った。なお 500 万円を超える設計業務委

託については､現行の起工課による検査制

度から､検査室による検査制度に移行し

た。これに伴い、起工課での検査の決裁区

分が課長までとなったことから、同様のミ

スはなくなるものと考える｡(北九州市設

計業務委託検査要綱：平成 17 年 4 月 1 日

に開始) 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

４．都下到津線事後評価報告書作成業務 

 

①契約変更の必要が生じた場合は、速やか

に契約変更手続を行う必要がある。  

【街路課】 

 

本業務は、平成 15 年 7 月 22 日に委託契

約が締結されている。履行期間は契約日か

ら平成 16 年 3 月 15 日までであるが、履行

期間終了直前の 3 月 12 日に変更契約がな

されている。変更の内容は、交通量調査と

図面編集の業務の追加であり、金額も

2,378 千円増額されている。追加業務は数

日で実施できる内容ではないため、担当課

に確認したところ、実際は当初契約直後の

8 月 4 日に、既に業務追加を委託先に指示

しており、変更契約の手続だけが年度末に

なったとのことである。実際には 8 月 4 日

の時点で契約変更に該当する事実が発生

しており、速やかに変更契約の手続をとる

必要があった。また、変更契約の手続が遅

れたことにより、変更契約の決裁権限者で

ある局長の決裁を受けない状態のまま、7

ヶ月以上も変更後の業務が実施されてい

たことになる。変更契約について適正な手

続とは言えないため、改善する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

今回のように業務内容の追加が発生し

た場合は、速やかに変更手続きを行うよう

担当者に周知・徹底を行った。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

５. 市公園施設の管理等 

 

①進行管理や履行確認、及び変更契約手続

を適正に行う必要がある【公園管理課】 

 

志井プールの場内監視・窓口等業務は、

プールがオープンしている期間に、公社か

ら別の業者に再委託されている。そこで、

公社にて関係書類を確認したところ、公社

から業者への再委託料は、通常期 1 日 48

人、繁忙期 1 日 63 人の監視員で積算され

ているが、実際に業者から提出された勤務

表によると、7 月の通常期に 48 人に達して

いない日が 5 日あった。プールの所長（公

社の嘱託職員）が状況を確認していなかっ

たことや、再委託先の本社と現場の連絡不

徹底が原因ということである。また、業者

が公社に提出すべき勤務員名簿は、現場に

はあったということであるが、公社の本部

では書類として保存されていなかった。さ

らに、7 月末に上記のような状況が判明し

た時点で、市と公社の委託契約も変更し、

減額しているが、4 日分しか対象とされて

おらず、市は1 日余分に委託料を支払った

ままとなっている。監視員の数は人命にも

関わる問題であり、プール運営において、

求められる安全性の確保が実際にできて

いるかどうかをもっと厳しくチェックす

る必要がある。また、変更契約も適正に行

う必要がある。 

 

 

 

 

 

公社に余分に支払っていた委託料

21,000 円については、既に公社から返還

させている。 

また、再発防止のため、再委託先から公

社に対して提出される資料を、厳しくチェ

ックするよう引続き指導・監督の徹底に努

めている。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

６．公園等清掃及び除草業務 

 

①随意契約に当たっては、事前確認表を作

成する必要がある。【公園管理課】 

 

 本業務の契約に当たっては、特命理由書

は添付されているが、委託業務要綱第 9 条

に定められている事前確認表が添付され

ていない。事前確認表は、特命理由だけで

なく、随意契約に際して留意すべき点を幅

広くチェックする様式となっており、必ず

事前確認を行い、書類として残しておく必

要がある。特に、本業務のように継続して

委託する場合には、同一業者への委託継続

が妥当か、あるいは業務内容の見直しを行

っているかなどが重要なポイントとなる。 

 委託業務要綱の規定に従って、事前確認

表を作成する必要がある。 

 

②委託業務に関する事務手続の適正化を

図る必要がある。【公園管理課】 

 
業務委託料精算報告書（一部）によれば、

清掃費の精算額が当初契約額の 3 倍近くと

大幅に増加していた。これは、平成 16 年の

1～3 月に住民からの苦情等により落葉の清

掃作業量を増加させたためとのことである

が、増加量の大きさからすると、十分な説明

がなされたとは言えない。長年継続して同一

業者に委託している業務にも関わらず、計画

と実績でこれほどの差異が発生しているこ

とは、単なる計画の見込み違いとは考えられ

ない。また、契約書では、月毎に業務完了報

告書を市に提出しなければならないが、清掃

業務の増加分については業務完了報告書が

提出されておらず、履行確認あるいは業務実

施の面でも問題が見られる。一方で、除草費

は、当初契約額よりも精算額が減っており、

結果的に除草費と清掃費を合計した精算額

全体が当初契約額と同額になっている。これ

は、清掃費の増加に対して、全体として当初

契約金額を超えないよう、委託先との合意の

上、除草作業量を調整して精算したためとの

ことである。これだけ容易に変更できるので

あれば、当初の作業量設定自体が妥当であっ

たのか疑問が生じる状況である。本委託業務 

 

 

 

 

 

平成 17 年度からは、事前確認表を作成

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約当初に必要な業務量を正確に見積

るとともに、当初契約における除草・清掃

にかかる作業計画内容と、実際の除草・清

掃内容について差異が生じた場合につい

ては、受託事業者に対し理由書を求めるな

ど、個別に精査を行い必要性を検討した上

で、慎重に実施することとしたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

は、市の政策的な意味合いもあることから、

市と委託先は長年の委託契約の中で、契約金

額の積算方法や業務量の設定、あるいは精算

方法などについて暗黙のルールが出来上が

り、それに従って手続がなされている印象を

受ける。しかし、このような形は、第三者に

とっては不透明であるため、改善する必要が

ある。市は、委託者として契約当初に必要な

業務量をできるだけ正確に見積る必要があ

り、それが本当に必要なものかどうか慎重に

チェックし、履行確認においては、契約書ど

おりに業務完了報告書を提出させるととも

に、今回のように当初契約額との差違が大き

い場合は、通常よりも精査することが求めら

れる。本業務の委託に当たっては、事務手続

の適正化を図る必要がある。 

 

７．ポンプ場、浄化センター運転整備等業

務 

 

①毎年、積算根拠を確認し、適宜、見直し

を行う必要がある。【施設課】 

 

委託料の積算に当たっては、単に前年度

の積算基準をそのまま使用するのではな

く、毎年、代価表などの内容を確認し、前

年度までの実績や類似業務の情報などに

ついても参考としつつ、細かいものも含め

て必要な見直しを行う必要がある。それら

の積み重ねが委託料の抑制につながるは

ずである。なお、積算根拠について、第三

者にも分かりやすい形で明記しておくこ

とも重要な点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の積算において、見直しを

行えるものはすでに措置済み。 

  さらに人件費の根拠など、平成 18 年度

委託設計の積算根拠を明確化したい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②副統括責任者の配置基準について、書類

上の整合性を図る必要がある。【施設課】 

 

仕様書では、統括責任者、副統括責任者

を選任し、書面で届けるという記載がある

が、実際には副統括責任者が選任されてい

ない場合が見られた。担当課によると、副

統括責任者は統括責任者を補佐するもの

として、市の配置基準に従って、配置して

いるとのことであるが、仕様書の記載が配

置基準や実態と合っていない。また、副統

括責任者も1名想定して積算されているも

のについて、仕様書では統括責任者のみ、

選任と職責が記載されている。副統括責任

者の選任と職責も明記する必要がある。さ

らに、全施設の職員配置をまとめた配置表

で見ると本業務では副統括責任者が配置

されていないことになっており、書類間の

辻褄が合っていない。副統括責任者の人件

費は主任運転整備員とは異なっており、委

託料の積算に直接影響するものであるた

め、その配置については、仕様書や設計書、

配置表などの書類間の整合性を図る必要

がある。 

 

③事前確認表の各項目について十分検討

した上で作成する必要がある。【施設課】 

 

随意契約に当たって作成されている事

前確認表の内容を見ると、委託契約書の記

載事項や委託の継続についての確認など、

記入可能な項目まで該当なしとしている

ケースが見られた。また、事前確認表では

予定価格を積算しているとなっているが

予定価格調書が作成されていない。事前確

認表は委託業務要綱第9条に基づいて作成

されるものであり、随意契約の妥当性をチ

ェックし、その結果を記録する重要な書類

である。単に形式的に書類を整えるだけで

なく、一つ一つの項目について十分検討し

た上で記入することが必要である。 

 

 

 

 

平成 17 年度委託に際して仕様書、設計

書等の各書類間の整合性を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の委託契約を行うにあた

り、随意契約のための事前確認表につい

て、「委託契約書の記載事項」、「委託の

継続」等について十分検討のうえ、記入を

行った。 

 また、予定価格調書も作成し、事蹟に添

付した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

④業者選定方法等も考慮して適切な委託

範囲を設定する必要があった。【施設課】 

 

汚泥乾燥施設の運転業務と乾燥汚泥の

搬出業務については、その内容や専門性、

委託料の積算方法など、かなり異なるが、

平成 11 年度当初から一括して同一業者に

特命随意契約で委託している。運転業務に

ついては、浄化センターやポンプ場と同様

に、専門性や技術・ノウハウ面などから、

ある一定期間は同一委託先が継続的に業

務を行うことの利点が認められるが、搬出

業務の場合は毎年、競争入札を実施するこ

とが可能である。したがって、市は経済性

の観点からも考慮して、委託業務の範囲を

検討すべきであり、その意味では、本業務

の場合、搬出業務のみ取り出して、競争入

札を行う必要があった。なお、平成 16 年

度から、運転業務と搬出業務を分離し、搬

出業務については競争入札を実施してい

る。 

 

８．脱水ケーキセメント化処理 

 

①事前確認表の各項目について十分検討

した上で記入する必要がある。【施設課】 

 

随意契約に当たって作成されている事

前確認表の内容を見ると、委託契約書の記

載事項や委託の継続についての確認など、

記入可能な項目まで該当なしとしている

ケースが見られた。また、事前確認表では

予定価格を積算しているとなっているが

予定価格調書が作成されていない。事前確

認表は委託業務要綱第9条に基づいて作成

されるものであり、随意契約の妥当性をチ

ェックし、その結果を記録する重要な書類

である。単に形式的に書類を整えるだけで

なく、一つ一つの項目について十分検討し

た上で記入することが必要である。 

 

 

 

 

平成 17 年度も引続き当該搬出業務委 

託の競争入札を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の委託契約を行うにあた

り、随意契約のための事前確認表につい

て、「委託契約書の記載事項」、「委託の

継続」等について十分検討のうえ、記入を

行った。 

また、予定価格調書も作成し、事蹟に添

付した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②委託先から実施計画書及び完了報告書

を徴する必要がある。【施設課】 

 

委託業務要綱第 15 条によると、業務に

着手するときは、あらかじめ委託先から実

施計画書を徴し、また、業務が完了したと

きは、速やかに委託先から完了報告書を徴

することになっているが、本業務の場合に

はそれらを徴していない。要綱の規定に従

って、適切な事務手続を行う必要がある。 

 

９．曽根浄化センター脱水ケーキ搬出業務  

 

①積算に当たっては慎重を期し、毎年、積

算根拠等を確認する必要がある。【施設課】 

 

本業務の積算内容を、「日明浄化センタ

ー汚泥乾燥施設運転整備等業務委託」の汚

泥搬出業務の積算と比較すると、搬出トラ

ックの軽油の1時間当たり数量が間違って

いた。四捨五入の関係で 1 時間当たり 13

リットルとすべきところを、本業務では

13.4 リットルとして計算していたとのこ

とであり、結果的に市は委託料を 104 千円

ほど余分に支払ったことになる。今回は、

委託料決算額への影響はわずかであった

が、少しの計算ミスから大きな委託金額の

間違いにつながる恐れもあることから、積

算に当たっては慎重を期すべきであり、毎

年、類似業務の状況なども参考にしつつ積

算根拠等を細部まで確認し、適宜、見直す

必要がある。 

 

 

 

 

平成 16 年度の委託完了報告書を徴収済

である。また、平成 17 年度の委託実施計

画書も徴収済である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年の類似業務については、13 リット

ルで適正に設計していたが、「日明浄化セ

ンター汚泥乾燥施設運転整備等業務委託」

のみ 13．4 リットルで計算していた。指摘

のあった業務委託については、平成 17 年

度設計から搬出トラックの軽油の 1 時間

当たり数量は 13 リットルに統一した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

10 ．市道木屋瀬 1 号線道路事業に伴う踏切

仮拡幅工事 

 

①委託先から提出された積算書の内容を

市としても独自に検証する必要がある。

【西部整備事務所工務第一課】 

 

通常の委託業務の場合は、市が委託料の

積算を実施して予定価格を設定するが、本

委託業務の事業費積算では委託先が行い、

その積算額がそのまま協定書での当初委

託金額となっている。確かに、本委託業務

には鉄道関連の特殊作業を含んでいるた

め、市が独自に積算を行うには困難な面が

ある。しかし、積算書を通査したところ、

一般的な作業については市の歩掛を参考

にすることが可能であり、また、特殊作業

の積算についても検証の余地がある。  

 さらに、設計図面と数量計算書との照合

等の計算チェックについても実施が可能

である。一方、事業費総括表によれば、委

託料の内訳は土木関係工事費、電気関係工

事費、事務費からなっているが、土木関係

工事及び電気関係工事は委託先が外部業

者に外注した実費で精算され、事務費は工

事費に応じた所定の工事間接費率で算出

された金額で精算される。その場合、事業

費総括表（精算額の報告書）の内訳につい

て、委託先から可能な範囲で詳細な資料を

提出させ、精算報告の正確性を確かめる必

要がある。委託先から市に提出されている

積算書は、協定額の算出根拠となるだけで

なく、最終的に精算額の妥当性について検

証する際の基準となるものであるため、積

算書の金額の妥当性について、市としても

独自に検証を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後鉄道事業者と委託契約を結ぶ際は、

鉄道事業者と積算内容等について十分協

議、照合を重ね協定金額の妥当性を確保し

たい。また、精算時には内訳金額の詳細な

資料を提出してもらい、精算額の透明性を

確保したい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅴ．門司区役所・小倉北区役所・八幡西区

役所 

１．庁舎管理業務 

 

①門司区役所庁舎総合管理業務の業務計

画書の記載内容が不十分である。【門司区

役所総務課】 

 

門司区役所では、契約した委託先より業

務計画書を入手している。しかしながら、

当該業務計画書の内容は、業務の計画に関

して全体を把握する上では不十分である。 

 平成 15 年度の業務計画書はいつ業務を

実施するかといったスケジュール表形式

となっている。業務の監督を行い、一定の

品質で業務が執行されることを確かめる

ためには、少なくとも、誰がいつどこで何

をどのように実施するのか明らかにする

必要がある。また、上記管理業務のうち、

保安警備、庁舎巡視、冷暖房運転、駐車場

整理について計画が示されていない。その

ため、仕様書の要求に対して、委託先が具

体的にどのように実施するのか不明確で

ある。さらに、他の区役所と同レベルにす

るのであれば、業務の基本方針、人員名簿

や研修計画についても計画の一部として

要求すべきである。 

 

②門司区役所庁舎エレベーター保守点検

業務の仕様内容等を改善する必要がある。

【門司区役所総務課】 

 

エレベーター保守点検業務契約は、エレ

ベーター納入業者と毎年度、随意契約を行

っている。契約金額の決定は相見積を参考

にしており、委託先ではない他の 1 社から

も見積書を徴している。ただし、委託先業

者側主導で実施されているため、次のよう

な問題がある。仕様の内容の検討及び予定

価格のもととなる設計金額の計算を十分

慎重に行って、経済性に配慮された契約と

なるよう努力されたい。 

1)委託業者が提示した書類をそのまま

市の仕様としている。本来、仕様は、委託

業者からの資料を参考にしつつも、市が独 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度より、一定の品質を確保さ

せるため、保安警備、庁舎巡視、冷暖房運

転、駐車場整理について実施計画を示させ

るとともに、勤務予定表や業務計画、教育

（研修）計画なども提出させることとし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度より、委託内容の再検討を

行い、様々な業者に適用するよう区独自の

仕様書を作成した。 

予定金額の積算においては、全市的な積

算運用基準に従って予定価格を算出した。 

 また、従来まで、見積り比較を 2 社で行

っていたが、より適正な委託契約の締結を

行うため、3 社による見積り比較を行うこ

ととした。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

自に作成すべきものである。また、エレベ

ータ保守点検業務についてはメーカー系

の業者以外にも対応できる業者が出てき

ているため、特定の業者を前提としたもの

ではなく、他の業者にも適用できるよう、

できるだけ具体的に記載する必要がある。 

2)市の設計金額の積算内容が明確では

ない。本体点検は年4 日、リモート点検は

電話回線を使用してリモート監視が常時

行われている。本来は業務ごとの所用金額

を積算する必要があるが、総額のみの設定

となっている。また、各業務を実施する頻

度が仕様等に明記されていないなど、積算

の根拠が明確となっていない。 

3)見積書を2社から徴しているが、本来、

各業者が独自に作成すべき見積書の様式

が 2 社ともほぼ同じである（市は様式を提

示していない）。見積金額を比較する事務

の実効性を保つためにも、業者の独立性が

維持される工夫が必要である。 

 

③八幡西区役所庁舎総合管理業務の積算

に誤りがある。【八幡西区役所総務課】 

 

予定価格の基礎となる設計金額の積算

において、保安警備業務の歩掛に誤りがあ

る。 

閉庁日が 108 日とされているが、実際は

120 日であり 12 日不足している。また、夜

間警備についても 360 日とされているが、

実際は 366 日であり 6 日不足している。そ

のため、合計で設計金額を 322 千円過少に

計算していることになる。さらに、設備管

理業務の歩掛にも誤りがあり、年間の業務

の対象となる平日が内訳書において264日

とされているが、実際の開庁日は 246 日で

あり 18 日過大である。そのため、設計金

額を269千円過大に計算するという影響が

生じている。積算事務においては、稼働日

数に配慮して厳密な算定をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の指摘を受けて、平成 17 年度の契

約事務にあたっては、開庁日、休庁日等を

正確に計算した。（夜間警備：365 日、開

庁日：244 日、休庁日：121 日） 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

④庁舎清掃業務については、組織部門相互

の積算単価を統一する必要がある。【各総

務課】 

 

清掃の業務に関して、設計金額の積算で

適用されている人件費単価が契約事務を

行う部門によって異なっている。 

門司区役所及び八幡西区役所では、市の

臨時的任用職員の一日当たり賃金単価が

採用されている。一方、小倉北区役所では、

「建築保全業務積算基準」に掲げられる清

掃員の一日当たりの労務単価が採用され

ている。同様の業務でありながら適用する

単価が異なっているのは合理的でない。 

また、総務市民局所管の本庁舎清掃業務

においては、労務原価のほかに労務原価等

をベースとして一定割合で直接物品費（労

務原価の 4％等）、業務管理費（労務原価及

び直接物品費合計の 6％等）及び一般管理

費（労務原価、直接物品費及び業務管理費

合計の 20％等）が考慮されているが、門司

区役所及び八幡西区役所では、これらが考

慮されていない。積算単価を統一する必要

がある。 

 

 

 

 

公共施設の適正な維持管理を行い業

務・費用を見直すため、庁内横断的なプロ

ジェクトチームで検討し、今後の経費削減

目標を定めた。本年 4 月、この目標を具体

化するため「建築物経営管理委員会」を設

置した。 

すでに平成 16 年 3 月には、本プロジェク

トチームがエレベーターを含む昇降機保守

点検業務についての全市的な積算運用基

準、発注基準を決定し積算単価等の統一を

図った。 

清掃業務委託については、委員会の下部

組織である専門部会（事務局：建築都市局

技術管理課）において実態把握等を行い、

委託業務の合理化や委託料低減が可能かな

どの検討を行っていく。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

⑤入札結果の定期的なモニタリング等に

より、競争入札の適正化を図る必要があ

る。【各総務課】 

 

門司区役所庁舎の総合管理業務に関し

て、受託者は過去 5 年間、ほぼ同じ業者で

あり、指名業者は平成 15 年度に 1 社追加

しているものの過去大きく変わっていな

い。また、八幡西区役所庁舎においても同

様の状況である。一方、小倉北区役所市民

駐車場管理業務における入札結果を見る

と、落札率も 100％に近く、また、他の入

札参加業者も過年度の落札額を知りなが

ら少なくとも同額にする等の努力が見ら

れない。なお、平成 14 年度に受託者とな

ったｉ社は、過去 5 年以上、継続して落札

している。さらに、業者が異なるにも関わ

らず、1～4 位の入札価格が前年度と同額で

ある。入札する金額は各業者が独自に見積

もって計算するものであるにも関わらず

連続して同じ金額が入っているのは、不自

然な状況と言える。受託者の中には、長年

の経験とノウハウを蓄積し、業務を長期間

安定して実施している実績から信頼を獲

得している優良な業者もある。しかしなが

ら、契約業者として選定される入札は、競

争性や公正性が確保されるべきであるこ

とは言うまでもない。したがって、競争入

札が適正かつ有効に機能しているか、定期

的にモニタリングする必要があり、その結

果、入札の競争性等について疑問の生じる

状況が把握できた場合は、指名業者の追

加・入替えや入札方法の見直しなど、何ら

かの具体的な対応策を講じることが必要

となる。 

 

 

 

 

【門司区役所】 

平成 17 年度は、指名競争入札参加業者

の見直しを検討した結果、6 社中 2 社の入

替えを行うこととした。 

また、落札業者がここ数年同一業者とな

っていることについては、適正な入札を行

った結果であるものと考えている。 

 

【小倉北区役所】 

市民駐車場管理業務については、毎年、

指名業者の一部を入れ替える等、入札の適

正化に努めているところである。今後は、

過去の入札結果の検証等を踏まえ、指名業

者の入れ替え数を増やす等の指名方法を

工夫し、より競争性や公正性が発揮される

入札の確保に努める。 

 

【八幡西区役所】 

例年指名業者に大きな変化がないとい

う指摘であるが、平成 16 年度の入札にお

いて、12 者を指名し、うち 2 者を新規に

指名した。その結果、新規指名業者が落札

し、落札価格も平成 15 年度の 9 割弱とな

った。 

さらに、平成 17 年度契約にかかる入札

においては、計 10 者を指名した。指名業

者の選定に際しては、平成 16 年度の入札

実績、指名要望等を考慮したうえで、新た

に 2 者を指名し、平成 16 年度入札参加者

のうち 4 者を指名しないこととした。 

以上より、平成 16 年度、17 年度におい

ては、適正且つ有効な競争が確保できた

と考えている。今後も定期的にモニタリ

ング等を行うことにより、適切な入札事

務を心がけたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２. 市政連絡事務 

 

①各区統一的に委託先から実績を報告さ

せ、実質的な履行確認をする必要がある。

【各まちづくり推進課、総務市民局地域振

興課】 

 

支払関係の書類に「履行確認した」との

記述はあるが、単に「履行しているはず」

との判断で記述しているのみであり、その

根拠となる実施報告書などを委託先から

受け取っていない。業務を委託して委託料

を支出する以上、配布実績報告などを提出

させ、実質的な履行確認をする必要があ

る。また、委託料の支払にかかる領収書（受

領印）の受取などについても区ごとに取扱

いが異なるため、市として統一的に事務処

理する必要がある。なお、平成 15 年度定

期監査の指摘により、平成 16 年度から様

式を定め、統一的に履行確認（報告）を行

うこととしたとのことである。 

 

②市政だより配布の趣旨を踏まえて配布

方法等の見直しが必要である。【各まちづ

くり推進課、総務市民地域振興課、広報室

広報課】 

 

本委託業務によって、市内のすべての世

帯に市政だより等が配布されているわけ

ではない。区によって、委託対象世帯割合

にかなりの差があるが、市全体で見ると、

市の世帯数の 2 割程度については、本委託

業務の対象外となっている。現状では、自

治総連合会を通じた配布方法であるため、

町内会や自治会への加入状況からすれば、

約2割の世帯に配布されていないことにな

る。担当課によると、町内会に加入してい

ない世帯でもまとまって希望すれば、別途

配布するとのことであるが、依然として、

多くの世帯に配布されていないのが実情

である。「市政だより」発行規則によると、

第 1 条で市政だより発行の趣旨を「市政に

関する事項を市民に周知し、市政の円滑な

運営に資する」としており、また、第 4 条

では、市内各世帯に無料で配布するとされ 

 

 

 

 

 

 

 

平成 15 年度定期監査の指摘を受け、平

成 16 年度から様式を定め、統一的に履行

確認（報告）を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市政連絡事務の見直しについては、現

在、検討をおこなっているところである。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ている。したがって、本委託業務の委託先

を含めた配布方法等について見直す必要

がある。例えば、町内会加入率の低い地区

では、自治総連合会への委託による配布の

他に、別途、配布委託先や配布方法を検討

することなどである。 

 

３．市民福祉センター管理業務等 

 

①小倉北区の清掃業務の予定価格は、より

精緻に積算する必要がある。【小倉北区役

所まちづくり推進課、総務市民局地域振興

課】 

 

門司区、小倉北区、八幡西区の清掃業務

の予定価格について確認したところ、積算

方法がそれぞれ異なっていた。その中では

特に、小倉北区では、単に前年度の予定価

格総額をもとにして、㎡当たりの単価×施

設の延床面積で、業務全体を一括して算出

する方法がとられており、作業内容ごとに

単価と数量を乗じて算出し、積上げるよう

な方法ではない。例えば、門司区では日常

清掃と定期清掃を分けた上で、施設や頻度

等で区分して面積×単価×回数で計算さ

れている。小倉北区でも、他区を参考とし

つつ、それぞれの施設区分や業務内容に合

わせて、積算方法をより精緻化する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来、前年度の見積額から算出した㎡単

価を基礎として積算していたが、平成 17

年度は建設物価表の記載単価を基礎とし

て積算するなど、予定価格の精緻化を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②清掃業務等については、予定価格の積算

方法を統一することが必要である【各まち

づくり推進課、総務市民局地域振興課】 

 

清掃業務、エレベーター保守点検業務、

警備保障業務、空調冷暖房機保守点検業務

（以下、「清掃業務等」という。）について、

予定価格の設定を確認したところ、区ごと

にその積算方法が異なっていた。特に、新

規に設置されている市民福祉センターに

ついては、施設構造が類似しており、区ま

たは地域による違いはないため、管理業務

内容の標準化が可能であると言える。した

がって、事務手続の簡略化のためにも、市

の統一的な積算基準の設定が必要である。 

 

４．一般維持業務等 

 

①実態が正確に反映される形で契約関係

書類を作成する必要がある。【各まちづく

り整備課、建設局道路技術課】 

 

本委託業務はいずれも緊急業務という

ことで、起工・契約伺い、一般支出決議書、

見積書兼請書、工事完了報告書はすべて工

事完了後に事後的に作成されている。そこ

で、書類の内容を確認したところ、実態を

踏まえた内容となっていないものが見ら

れた。例えば、小倉北区一般維持業務委託

（その 1）の場合、書類上は 4 月 1 日契約、

4 月 14 日工事完了となっているが、実際の

工事は 4 月 14 日までに終了していない。 

 実際に完了報告書が提出され、支払がな

されたのは 6 月である。緊急業務としての

特殊性は理解できるが、書類上で実際の事

務手続や業務の実態が正確に記載されて

いない状況は改善する必要がある。 

 

 

 

 

各区の積算状況等を調査の上、統一的な

積算基準の設定を平成 17 年度に検討を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 4 月 20日付で環境整備事業の

執行要領を改定し、指定期間（指示期間：

当概年の 5 月 1 日から翌年の 4 月 30 日ま

で）と施工期間（同 5 月 15 日まで）及び

精算可能期間（同 5 月 31 日まで）を別途

設け、書類上と実態が正確に記載できるよ

う改善した。 

  



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②業者への指示は統一的な指示票で行う

とともに、管理台帳を整備する必要があ

る。【各まちづくり整備課、建設局道路技

術課】 

 

本委託業務等について市の方針が示さ

れている「環境整備事業の施行方針」によ

ると、事業の執行管理は係員が指示する指

示票に従い、指定業者が受理の確認（サイ

ン）を行うものとされているが、各区統一

的な指示票がない。業者に対して正確に業

務内容を伝えるとともに、市に依頼してき

た市民等とのトラブルを避けるためにも、

業者への指示は、規定どおり統一的な指示

票によって適正に行う必要がある。さら

に、指示票は、市民等の申出の受付から業

務の完了確認に至るまで、一つ一つの業務

を管理する書類としても重要であるが、そ

の役割を十分果たしていない。環境整備事

業は細かい業務の積み重ねであるが、それ

らを一つ一つ迅速かつ確実に、しかも緊急

性の高いものから処理することが重要で

あり、それを管理するため、現状の指示票

等をもとに統一的な管理台帳等を定め、適

切に運用する必要がある。 

 

③入札結果を分析し、競争性のある入札と

なるように工夫する必要がある【各まちづ

くり整備課、建設局道路技術課】 

 

本業務の委託先については、年度当初の

緊急工事入札（指名競争入札）に基づき、

その落札業者が年間の委託業務も併せて

担うこととなっている（当該工事契約に添

付されている環境整備事業特記事項に明

記）。八幡西区内 3 地区の年間委託業者を

選定する工事入札の結果について、平成 11

年度～平成16年度の6年間を分析すると、

2 地区については 2 業者ずつ合計 4 業者が

隔年ごとに交代で落札していた。結果的

に、競争性が有効に機能した入札であった

とは言い難い。 

また、門司区の地区 1 では平成 4 年～平

成 15 年の 12 年間、同区の地区2 では平成

7 年～平成 15 年の 9 年間、いずれも同じ 

 

 

 

 

 

業者に対して正確に業務内容を伝える

ため、管理台帳（受付簿）及び指示票の統

一を行い、記入漏れ等が無いように担当者

に周知・徹底を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度の入札にあたっては、業者

選定について下記の措置を講じた。 

①門司区及び小倉北区の一般維持業務に

ついて、平成 17 年度は、新規参入を希

望する業者と面接したうえで、調書の提

出を求め、一定の基準を満たしているこ

とを確認して指名した。 

②門司区の北部、南部地区の一般維持業務

について、指名業者数に変化はないが、

1 社ずつ業者を入れ替えた。 

③小倉北区の一般維持業務は 1 社増加し

た。 

④八幡西区北部、中部地区の簡易浚渫業務

について、平成 17 年度は、新規に 5 社

の業者を選定に加えて、北部地区と中部 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

業者が落札している。しかも、100％近い 

落札率が続いている。平成 11 年度からの 5

年間はいずれも5業者ずつ指名されている

が、地区 1 では 3 業者、地区 2 では 4 業者

が 5 年間同じである。特に地区 1 では落札

業者と次点業者が固定され、その入札額の

差は僅差（落札価格に対する差額の比率

0.1％～0.9％）である。 

過去の入札結果を前提にすると次点業

者が落札することは比較的容易であった

と考えられ、指名された業者の落札意欲に

も疑問が生じる結果である。 

さらに、小倉北区でも、平成 11 年度～

平成 16 年度の 6 年間、同一の業者が落札

していた。6 年間の指名業者の変化は平成

12 年度に 6 業者から 5 業者に減ったこと

と、平成 14 年度に 1 業者が入れ替わった

だけであり、延べ 31 回の参加機会に対し

て実際には 7 業者しか指名されていない。 

 緊急業務は 24 時間、365 日対応できる体

制を整えることが必要であり、対応できる

業者が少ないという特殊事情は理解でき

る。しかし、市としては、少なくとも上記

のように入札結果を分析する必要がある。 

 その結果、疑問の生じるような状況が明

らかとなった場合、早期に指名業者や入札

方法を見直すなどの具体的な対策を行い、

競争性のある入札となるように工夫する

必要がある。 

 

④小倉北区の予定価格調書等は契約関係

書類として 5 年間は保存する必要がある。 

【小倉北区役所まちづくり整備課】 

 

1)予定価格調書の保存 

小倉北区において、業者を選定する工事

の予定価格調書を過去のものも含めて請

求したところ、平成 14 年度以前の予定価

格調書は廃棄されていた。担当課による

と、緊急工事・委託業務は、平成 15 年度

まで小倉北建設事務所が担当していたが、

そこでは、入札執行後、予定価格調書を封

筒から出し、個別事業の事跡とは別のファ

イルで予定価格調書のみを綴じて翌年度

まで保存され、そこで廃棄されていたとい 

 地区とでの重複選定を解消して 1 回の

みの選定とし、業務委託する区域内に所 

在する 6 社ずつの業者を選定した。 

⑤八幡西区南部地区についても新規に 4

社の業者を追加して選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度より委託業務の予定価格調

書は事跡に綴って保管し、第 3 種の「契約

及び工事の執行に関すること」として 5 年

間保存することとした。 

環境整備事業の工事に従事する人員、車

両、工事責任者の届出書類は平成 16 年度

より第 3 種の「契約及び工事の執行に関す

るもの」として 5 年間保存することにし

た。 
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うことである。現在、本業務を所管してい

るまちづくり整備課においても同様の方

法を踏襲しているということである。業務

委託契約事務の手引きによると、入札執行

後の予定価格調書は事跡に綴って保管す

ることとされている。また、市文書管理規

則では、第 3 種の契約及び工事の執行に関

するものに相当すると考えられるため、5

年間保存する必要がある。したがって、現

状の方法は、これらの規定の趣旨に反して

いる。また、予定価格調書以外に予定価格

を記した書類がないため、例えば、後年、

入札に係る問題が発覚しても予定価格を

証明するものが残っていないことになる。 

 予定価格調書は契約関係の書類として

重要なものであり、事跡と一緒に 5 年間は

保存する必要がある。 

また、その際、業務委託契約事務の手引

きにあるように、入札執行後の予定価格調

書は、所属長が確認印を押印し、再びシー

ル、糊等で封をして保管すべきである。 

 

2)工事に従事する人員、車両、工事責任者

の届出書類の保存 

 委託業者の選定に係る工事契約には、環

境整備事業特記事項が添付されているが、

そこでは「あらかじめ、市に工事に従事す

る人員、車両及び工事の責任者を届け出な

ければならない。」と明記されている。そ

こで、平成 15 年度に業者から提出された

書類（工事に従事する人員、車両、工事責

任者）を請求したところ、すでに廃棄され

ていた。担当課によると、これらの書類は

契約に関する事跡に綴られるのではなく、

別途、担当者の作業用のファイルに綴られ

るため、保存されていないとのことであ

る。これらの書類は市文書管理規則におけ

る第 3 種の契約及び工事の執行に関する

ものに相当すると考えられるため、契約関

係の事跡に綴り、5 年間は保存する必要が

ある。ただし、個々の細かい委託業務ごと

に同じ書類をすべて綴るのではなく、別

途、1 年間の緊急工事・緊急委託業務の共

通の事跡として綴るなど、具体的な保管方

法については工夫の余地がある。 
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５．小倉北区河川水路清掃浚渫業務 

 

①年間委託業者以外の業者に業務を委託

しているケースが見られた。【小倉北区役

所まちづくり整備課、建設局下水道河川計

画課】 

 

河川に関する緊急清掃についても、前述

の一般維持業務委託と同様に年度当初の

工事入札で業者を決めて、年間、同一業者

に委託することとなっている。そこで、本

委託業務を含めて小倉北区の河川水路清

掃浚渫業務委託全体を見たところ、年間 14

契約あるうち、2 契約については、当初選

定された業者とは別の業者に依頼してい

た。担当課によると、広範囲の土砂の撤去

や機械による洗浄清掃は、年間契約した緊

急業者では困難であったため、高圧洗浄機

械を所有し、当該業務を行うに当たり最適

であると判断した下水道緊急業者に指示

したとのことである。しかし、業者の選定

根拠が明らかにされておらず、適切な措置

であったとは言えない。年間の業務を委託

した業者から再委託させるか、別途、入札

や見積もり合わせなどで業者選定を行う

など、適正な手続をする必要があった。 

 

６．小倉北区下水道清掃浚渫業務 

 

①8 件の委託業務について、事跡一式が紛

失していた。【小倉北区役所まちづくり整

備課】 

 

本委託業務については、平成 16 年度に

小倉北建設事務所から区役所に所管替え

が行われたが、それに伴う引越しの際に事

跡一式が紛失し、監査時点では所在が不明

であった。同様に事跡が見当たらない業務

は、他の下水道清掃浚渫業務を含めて合計

8 件分に及ぶとのことである。市文書管理

規則 29 条別表によると、契約及び工事の

執行に関するものは5年間保存しなければ

ならないとされており、探し出す必要があ

る。また、再発防止についても検討する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度より当該委託業務について

は年度当初に決まった緊急業者のみとの

契約とした。また、広範囲の土砂の撤去や

機械による洗浄清掃の場合は、別途見積り

合わせを行い、業者選定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務所内、文書保管倉庫など再度探した

が、事跡は見つからなかった。 

平成 16 年度からは各係ごとに工事事跡

を保存する場所を定め、事跡の紛失が起こ

らないよう改善した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

７．放課後児童健全育成事業 

 

①委託先に求める業務内容等を具体的な

指針等として設定しておく必要がある。

【各保健福祉課、保健福祉局児童家庭課】 

 

委託業務要綱第 15 条第 2 号によると、

業務の実施過程においては、業務の進行状

況について委託先に報告を求め、または実

地調査を行い、必要な場合は委託先に対す

る指導または助言を行うこととされてい

る。また、同条第3 号では、業務が完了し

たときは、速やかに委託先から業務の完了

報告書等を徴するとともに履行の確認ま

たは成果物の検査及び検収を行うことが

求められている。そこで、まず、本委託業

務の契約書を確認すると、第 1 条において

6 項目が委託の内容として挙げられてい

る。また、各クラブの運営は、契約書以外

にも、市の定める放課後児童健全育成事業

実施要綱（以下、「実施要綱」という。）、

各運営委員会が定める運営委員会規約、同

細則、及び指導員就業規則（以下「運営委

員会規約等」という。）によって実施され

ているが、全体的に見るとそれらに記載さ

れている委託業務の内容は、抽象的で具体

性に欠けると言える。特に、最も具体的で

あるべき運営委員会規約等の記載内容は、

事業計画書として日単位ないしは週単位

での計画が添付されているケースから、契

約書及び実施要綱と同程度の抽象的な内

容のケースまで、各運営委員会でばらつき

がある。市は、運営委員会規約等の策定の

際に助言及び指導を行っており、また、新

たな市民ニーズへの対応という観点から

規約等を改訂する際にも同様の助言、指導

を行っているとのことである。これによっ

て受け入れ対象学年の拡大、クラブの土曜

日開設、障害児受け入れ等の実現に結びつ

いた点は十分評価できるところである。し

かし一方、委託業務の進行管理や委託契約

の履行確認という観点からは、市として、

委託先に求める最低限のガイドラインも

しくは指針等といったものが必要である。 

 このような指針等に基づくことによっ 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度委託契約については、各ク

ラブへの委託契約説明会において、従前の

内容で説明を行なったところであるが、平

成 18 年度委託契約では、各運営委員会の

自主性の尊重にも配慮しながら改善に向

けて検討したい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

て初めて、各運営委員会による運営の実態

調査の結果を評価することが可能となり、

より効果的で分かりやすい指導、助言が可

能になる。また、履行確認のポイントも、

より明確になるはずである。確かに、各運

営委員会の自主性を尊重し、市の関与は最

小限にとどめるべきであるとの考え方も

あるが、各運営委員会の裁量権が認められ

るのは、あくまで市の委託目的の範囲内で

あり、そのことを具体的な指針等として設

定しておくことは当然のことであろう。ま

た、市が職員の異動等によっても一貫した

指導、助言を継続して行なうことができる

ようにしておくためにも、重要である。 

 

②委託業務で使用する施設の基準を明確

にする必要がある。【各区保健福祉課、保

健福祉局児童家庭課】 

 

委託先が事業を行う施設としては、実施

要綱第 6 条第 6 号で、「その他民間または

個人の施設のうち市長が適当と認めるも

の」とされているが、「市長が認めるもの」

の内容が明確になっていなかった。市とし

ては、クラブの開設時において調査を実施

し、児童の安全確保に問題がないことを確

認した上で委託しており、また、不定期で

はあるが各運営委員会への実地調査によ

り、施設面の安全確認等を行っているとの

ことである。しかし、市が主体となって同

事業を行っている以上、児童の安全確保や

事業の効果等の観点から施設基準を明確

にした上で、各委員会に対して必要な指

導・助言を行う必要がある。 

 

③毎年度、業務着手に当たっては、委託先

から実施計画書を徴する必要がある。 

【各保健福祉課、保健福祉局児童家庭課】 

 

委託業務要綱第 15 条第 1 号において、

業務に着手するときは、あらかじめ委託先

から業務の実施計画書を徴するとともに、

必要な場合は、当該実施計画の内容につい

て調整を図ることが求められている。しか

し、本委託業務では、着手時において、委 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の委託契約に向け、「市長が適当と

認めるもの」の内容について、明確にする

よう検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度契約分から各クラブの運営

委員会開催計画、年間の行事計画を徴し、

事業実施予定を把握した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

託先から実施計画書もしくは年間スケジ

ュール等の入手は行われていない。市とし

ては、実施要綱や運営委員会規約等をもっ

て、実施計画書に代えているとしている

が、あくまで委託契約は 1 年ごとの契約で

あり、実施計画の内容もその年度によって

異なってくるはずである。したがって、毎

年度の業務着手に当たっては、その都度、

委託先から具体的な実施計画書を入手し、

必要な助言・指導を行う必要がある。 

 

④「収支実績」の適正化を図るとともに、

履行確認を徹底すべきである。【各保健福

祉課、保健福祉局児童家庭課】 

 

委託契約の履行確認の際には、実際の支

出額が委託契約の趣旨に沿った妥当なも

のであることを委託者の立場から検証す

ることが重要であるが、そのためには、収

支実績が適切かつ共通のルールに基づい

て報告されることが不可欠である。そこ

で、平成 15 年度を中心として、委託先か

ら提出された「収支実績」を閲覧したとこ

ろ、記載方法が統一されていないなど、問

題点が散見された。収支実績は、契約期間

終了後、委託先から報告されているが、市

では形式的な書面チェックのみが行われ

ている。また、収支実績の記載上の不備等

については、特に運営委員会への指導は行

われていない。各収支実績のすべての内訳

金額を精査することは現実的ではないが、

少なくとも、常識的に見て疑問な点や不明

な点に関しては、各運営委員会に問い合わ

せを行なう必要があり、委託料が目的に沿

って、適正に使用されていることの確証を

得るべきである。そして、その前提として、

収支実績の記載方法の統一化や記入要領

の整備等も必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新年度契約時の各クラブ説明会におい

て提出書類の書式を統一し、記載方法の説

明を行った。今後も、記載方法については、

口頭及び書面で随時説明を行っていく。 

また、「収支実績」に疑問点や不明な点

があった場合は、各運営委員会に問い合わ

せをし、委託料の適正な使用について指導

しており、今後も必要に応じ各運営委員会

に問い合わせや指導を行い、委託料の適正

な執行に努めたい。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅵ．総務市民局 

１．本庁舎管理業務 

 

①エレベータ保守では、仕様書に対応した

実施計画書を提出させる必要がある。【庁

舎管理課】 

 

エレベーター保守業務の仕様書では、保

守点検、リモート点検、異常監視・直接通

話等が業務内容となっている。このうち、

保守点検については、巻上機や乗場戸締仕

掛等の各種部品の調整や配管、配線の検

査、部品交換及び修理について、具体的に

列挙されている。一方、業者から提出され

た実施計画書の内容を確認したところ、エ

レベーターの点検を行う回数と予定日等

が列挙されているだけであり、仕様書に比

べると具体性に欠ける。この実施計画書で

は、仕様書によって市が求めている業務内

容とのつながりが分かりにくく、業務が仕

様書どおりに実施されるかどうか、判断で

きない。本来、実施計画書は、業務の進行

管理、履行確認をする際に不可欠な書類で

ある（委託業務要綱第 15 条）。また、継

続的委託業務の見直しが求められている

が（委託業務要綱の一部改正についての通

知）、その検討結果を委託先に周知徹底す

る場合にも、実施計画書の入手及び内容の

確認が重要となる。本業務については、32

年間と長期にわたって同一業者に委託す

るとともに、毎月、仕様書の項目に沿った

点検結果報告がなされていることなどか

ら、特に問題は生じてこなかったと思われ

るが、実施計画書が有効に機能するよう

に、仕様書の内容に対応する形で、毎年、

具体的な実施計画書を提出させるべきで

ある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度より、仕様書に対応した具

体的な実施計画書を業者に提出させてい

る。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．日帰り人間ドック及び保健看護業務 
  

①日帰り人間ドックでは積算資料が作成

されていなかった。【給与課】 

 

平成 15 年度及び過年度の日帰り人間ド

ック業務については、委託料算定の基礎で

ある積算資料が、作成されていなかった。 

予定価格の積算根拠が明らかにされて

いないことになり、また、契約金額や決算

額の妥当性を検証するためにも積算資料

は不可欠のものである。予定価格の設定に

当たっては、積算資料を作成しておくこと

が必要である。 

なお、平成 16 年度からは積算資料を作

成しているとのことである。 

 

②決裁書に決裁日が記入されていなかっ

た。【給与課】 

 

日帰り人間ドック業務の起案書類のう

ち、件名が「平成 15 年度人間ドック委託

料の支出金額変更について」に関しては、

決裁日付が記入されていなかった。また、

総務市民局の他の委託業務においても、決

裁日が鉛筆書きされている事例が見られ

た。単に、形式的な問題にとどまらず、決

裁日という事実関係を証明するものとし

て、漏れなく記述することが必要であり、

また、改竄できないように記入する必要が

ある。 

 

③保健看護業務では事前確認表を作成す

る必要がある。【給与課】 

 

保健看護業務では、平成 12 年度以降、

「随意契約により契約する場合の事前確

認表」が作成されていなかった。 

委託業務要綱第 9 条では、随意契約に当

たって、必ず事前確認をすることとなって

おり、規定に反している。事前確認表の作

成を徹底する必要がある。 

なお、平成 16 年度からは事前確認表を

作成しているとのことである。 

 

 

 

 

 

 

左記のとおり、平成 16 年度からは、指

摘の積算資料を作成し、適正な事務処理を

行うよう改善した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度より記入するように改善を

行った。（平成 16 年度からは電子決裁を

行っており、完結時に決裁日を入力するよ

うにしている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記のとおり、平成 16 年度からは、事

前確認表を作成し、適正な事務処理を行う

よう改善した。 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

３．住居表示事業 

 

①毎年度、積算内容等を見直して予定価格

を設定する必要がある【区政課】 

 

維持管理事前調査等の予定価格の積算

を確認したところ、一人当たりの日当や処

理世帯数については、過去 5 年間見直され

ていない。一方で、入札の落札率は低下傾

向にあり、業者の努力もあると思われる

が、予定価格が実態から乖離しつつあると

いう見方もできる。委託業務要綱第7 条及

び、同要綱の一部改正について（通知）に

したがって、入札を行うごとに、業務内容

等を見直した上で予定価格を算定する必

要がある。 

 

４．市庁舎案内業務 

 

①競争入札が有効に機能するように、具体

的な対応が必要である。【広聴課】 

 

毎年度、指名競争入札が実施されている

が、結果的に長期にわたって特定の業者が

落札している。入札結果をみると、次のよ

うな点が読み取れる。 

1) 落札率が 100％に近い。 

2) 落札価格はほぼ一定であり、特に平成

12 年度からの 4 年間は全く同じである。 

3) 予定価格もほぼ一定であり、平成 13

年度と平成 14 年度は同額である。 

4) 入札参加業者は、平成 13 年度以降に 1

業者追加されただけで、ほとんど変わっ

ていない。 

5) 1 千万円を超える予定価格であるが、

各年度の各業者による入札価格の幅は

60 万円の範囲内にある。 

6) 落札価格と次点の入札価格との差は

数万円程度である。 

7) 入札参加業者のうち、予定価格以下で

入札しているのは落札業者のみである。 

特に、4)～7)から、他の指名業者も予定

価格を推測することが可能であるととも

に、各入札価格も落札業者とそれほど違わ

ないにも関わらず、前年度の落札価格を下 

 

 

 

 

 

平成 17 年度事業より、指摘の日当、処

理世帯等の積算内容の見直しを行う。 

（平成 17 年 8 月の入札時までに実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年度は、競争入札をより有効に

機能させるため、新たに業者 2 社を加え、

入札を実施した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

回るような入札価格は設定していない。入

札業者の落札意欲にも疑問が生じる状況

であり、入札の競争性が機能しているとは

言い難い。市として、このような状況を把

握した場合、指名業者の追加や入替えな

ど、何らかの対応が必要である。競争入札

が有効に機能するように改善する必要が

ある。 

 

５．消費生活センター関連清掃業務 

 

①類似業務同士で入札結果等を比較分析

する必要がある。【消費生活センター】 

 

門司消費生活センター及び計量検査所

の清掃委託は、両方とも毎年、指名競争入

札が実施されているが、入札結果は対照的

である。門司消費生活センターは、平成 11

年度から平成 14 年度にかけて、予定価格

はほぼ一定であるが、落札価格が下がって

いるため、落札率は 50％台まで低下してき

ている。平成 15 年度は予定価格を低く設

定したため、100％に近い落札率になって

いる。落札業者は平成 13 年度で一度入れ

替わっている。一方、計量検査所の方は、

5 年間同じ業者が落札し、落札率も 99％程

度が続いている。落札価格及び予定価格と

も、5 年間ほぼ一定である。同じ清掃業務

であるが、このように異なる結果が出てい

るのは、予定価格の設定に原因があるの

か、業者側の対応が違うのかなど、実態は

不明だが、市としては、少なくとも詳細に

比較分析をする必要がある。そして、入札

の競争性等に関して疑問の生じる状況を

把握した場合には、指名業者の追加・入替

えや入札方法の見直しなど、具体的な対応

策を講じる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計量検査所の清掃業務委託の予定価格

について、他の類似業務委託の予定価格と

の比較検討を行い、予定価格の適正化を行

う。 

平成 17 年度は、入札の競争性をより高

めるため、1 社追加し、7 社により指名競

争入札を実施した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅶ. 企画政策室 

１. 洞海湾横断鉄道の事業化可能性調査 

 

①予定価格の設定を適切に行う必要があ

る。【企画調整課】 

 

本業務の設計金額をもとにして設定さ

れた予定価格は設計金額を上回っていた。 

 結果的に契約金額が設計金額をわずか

に下回ったため、特に実質的な問題は生じ

なかったと思われるが、委託先からの見積

金額によっては設計金額を上回る金額で

契約せざるを得ない事態も生じたはずで

ある。なお、予定価格設定に関する詳細な

事情については、監査において確認できな

かった。委託業務要綱の一部改正について

の通知（平成 11 年 2 月）においても、予

定価格の積算方法等については経済性を

重視した統一的な取扱いをすることとさ

れているように、予定価格の設定に際して

はより低い価格設定の可能性を念頭にお

いて行うべきである。したがって、一旦、

適正と判断された方法で設計金額が積算

（あるいは設定）された場合、それを上回

って予定価格を設定することは特別な事

情を有する場合に限定される。予定価格の

設定については、設定権者以外がチェック

できない性格のものであるだけに、より慎

重を期し、適切な事務手続を行うべきであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定価格の設定に関しては、市契約規則

及び委託業務要綱に基づき処理を行って

いるところであるが、今回のご指摘を厳粛

に受け止め、今後適正な予定価格の設定を

行うよう、予定価格設定権者に対し周知徹

底を行った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

②委託契約書に、再委託に関する条項を記

載する必要がある。【企画調整課】 

 

市と委託先との間で交わされた委託契

約書には再委託等の禁止に関する条項が

設けられていなかった。委託業務要綱第 11

条では委託契約書に「再委託に関するこ

と」を記載するよう規定しており、本業務

の場合はそれに反している。同条ただし書

きでは、委託業務の性質または内容によっ

て契約書の再委託に関する記載を省略で

きることとなっているが、本業務が他の調

査委託業務と比べて特別の性質・内容を有

しているわけではない。他の委託業務と同

様に、委託契約書に再委託等の禁止に関す

る条項を加える必要がある。 

 

 

 

ご指摘の調査案件は特命随意契約によ

るものであり、委託先が過去の実績も豊富

でかつ信用度も高かったことから、契約書

に再委託の禁止に関する条項の記載を設

けなかったものである。 

指摘を受けて、委託業務要綱を再度確認

し、再委託の禁止に関する条項の記載を行

うよう周知徹底を行った。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

Ⅷ．建築都市局 

１．北九州モノレール経済波及効果調査業 

 務 

 

①企画政策室との協議を行う必要がある。

【経営管理室】 

 

委託による調査等の調整に関する規程

によると、市が委託して行う調査、研究及

び計画案の作成について、総合調整を行う

ことにより調査等の重複競合を避けると

ともに調査等の結果の効率的活用を図る

ため、企画政策室長と協議を行うこととさ

れている。具体的には、調査等の企画執行

に当たって、下表のとおり資料を提出し、

企画政策室長と協議しなければならない

が、実際には行われていない。規程に従っ

て、適正な事務手続が必要である。 

 

②委託先から提出させた業務計画書は契

約関係の事跡として保存する必要がある。

【経営管理室】 

 

委託業務要綱第 15 条では「業務に着手

するときは、あらかじめ委託先から業務の

実施計画書を徴するとともに、必要な場合

は、当該実施計画の内容について調整を図

ること。」とされている。本業務では、業

務計画書を徴していたが、契約関係の事跡

とは別のファイルに綴じられていた。業務

計画書は、市の仕様書どおりの業務を適切

なスケジュールで行う予定であることを

事前に確認し、必要があれば指導、調整を

図るために必要となる。また、業務開始後

も、市による進行管理や履行確認の際に適

宜、参考とすべき重要な契約関係書類であ

る。本件のように、業務計画書が契約関係

書類の事跡とは別に綴じられた場合、市文

書管理規則に定められている5年間までは

保存されない可能性があるため、契約関係

の書類と同じファイルで保存する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査等委託業務に関する事前協議手続

きは、現在、全市的にほとんど機能してい

ないため、企画政策室において、事前協議

の必要性や方法等の検討を行っており、そ

の検討結果に基づき対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託先から徴する業務計画書等につい

ては、長期的な事跡保管などを考慮し、契

約関係書類として同じ事跡に保存するよ

う処理した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

２．新若戸道路採算検討業務 

 

①業務内容を具体的に示した仕様書を作

成する必要がある。【経営管理室】 

 

本業務を委託するに当たって、設計書に

特記仕様書が添付されているが、業務内容

を具体的に示すものとなっていない。担当

課によると、設計書（金額抜き）と口頭で

の説明によって、入札参加業者や委託先に

理解してもらえるということだが、設計金

額の積算や入札参加業者の入札金額の設

定、委託先による業務の実施、市の履行確

認などはすべて仕様書に基づいて行われ

るべきものである。具体的な業務内容を示

した仕様書がないまま、これらの事務手続

が行われていた場合、第三者からみると、

手続の適正性はもちろんのこと、委託業務

の必要性自体にも疑問が生じる状況にあ

ると言える。委託業務を実施する際には、

委託業務要綱第 5 条の規定に従い、必ず業

務内容等を示した仕様書を作成する必要

がある。 

 

②委託先から提出させた業務計画書は契

約関係の事跡として保存する必要がある。 

【経営管理室】 

 

委託業務要綱第 15 条では「業務に着手

するときは、あらかじめ委託先から業務の

実施計画書を徴するとともに、必要な場合

は、当該実施計画の内容について調整を図

ること。」とされている。本業務では、業

務計画書を徴していたが、契約関係の事跡

とは別のファイルに綴じられていた。業務

計画書は、市の仕様書どおりの業務を適切

なスケジュールで行う予定であることを

事前に確認し、必要があれば指導、調整を

図るために必要となる。また、業務開始後

も、市による進行管理や履行確認の際に適

宜、参考とすべき重要な契約関係書類であ

る。本件のように、業務計画書が契約関係

書類の事跡とは別に綴じられた場合、市文

書管理規則に定められている5年間までは

保存されない可能性があるため、契約関係 

 

 

 

 

 

業務に関する仕様書については、業務の

適正性や必要性を明らかにする上から、業

務委託発注に当り、業務内容等を示した仕

様書の作成を必須事項として処理するこ

ととし、担当職員への周知徹底を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託先から徴する業務計画書等につい

ては、長期的な事跡保管などを考慮し、契

約関係書類として同じ事跡に保存するよ

う処理した。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

の書類と同じファイルで保存する必要が

ある。 

 

③繰越明許費の内訳と繰越理由を明らか

にしておく必要がある。【経営管理室】 

 

本委託業務の決算額 5,145 千円のうち、

1,526 千円は繰越明許費が充当されてい

る。本業務に対して繰越明許費を充当する

ことが妥当かどうかを確認するために、繰

越明許費の内訳や繰越理由に関する書類

を請求したところ繰越申請書のみであっ

た。そこでは北九州都市高速道路関連事業

の委託料及び工事請負費の翌年度繰越額

（委託料 12,920 千円、工事請負費 65,961

千円）が総額で示され、繰越理由は「先行

工事に日時を要したため」と記載されてい

るだけである。明許繰越を行うに当たって

は議会の議決を経ており、手続としては問

題ないと思われ、また、予算の細かい使途

まで管理することの弊害（事務処理の増

大、柔軟な事業実施の制限等）も理解でき

る。しかし、各担当部署において、予算残

のうち繰越額として妥当かどうかを判断

したり、繰り越された明許費を翌年度どう

いう業務で使うべきかを判断するために、

その繰越明許費が本来どういう使途（内

訳）を想定して予算計上されていたのか、

そしてどういう事情で繰り越されたのか

について、もう少し詳しく整理し、翌年度

に引き継ぐ書面等があってしかるべきで

ある。特に本業務においては、新若戸道路

が、北九州都市高速道路事業に関連はして

いるが、北九州都市高速道路事業そのもの

ではないだけに、繰越明許費を充当するこ

とが妥当であることを示す情報は重要で

ある。また、同じ事業について平成 15 年

度から平成 16 年度への繰越申請書をみる

と、引き続き委託料と工事請負費が繰り越

されている。繰越明許費は翌年度への繰越

のみ可能であり、翌々年度への繰越は認め

られていないが、適正に繰越が行われてい

ることを確認するためにも、内訳や繰越理

由はもう少し細かく明らかにしておく必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

本業務は、都市高速道路の支援を目的と

して、一部、北九州都市高速道路関連事業

繰越明許費を執行したものであるが、この

ような予算執行に当っては、繰越理由を出

来る限り分かりやすく、且つ明確にするな

ど適正な書類整理を行なった。 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

３．市西部公共交通検討業務 

 

①企画政策室との協議を行う必要がある。

【都市交通政策課】 

 

委託による調査等の調整に関する規程

によると、市が委託して行う調査、研究及

び計画案の作成について、総合調整を行う

ことにより調査等の重複競合を避けると

ともに調査等の結果の効率的活用を図る

ため、企画政策室長と協議を行うこととさ

れている。具体的には、調査等の企画執行

に当たって、必要資料を提出し、企画政策

室長と協議しなければならないが、実際に

は行われていない。規程に従って、適正な

事務手続が必要である。 

 

②透明性・競争性の高い業者選定とする必

要がある。【都市交通政策課】 

 

本業務では(財)北九州都市協会と特命

随意契約を行っている。特命理由として

は、業務の性格や同協会の実績などから

「総合的、行政的な視野を持ち、当該業務

に必要な技術を有する団体は上記団体以

外にありません。」とされている。しかし、

この事業の起工に当って、他のコンサル会

社からも参考見積書を徴していること、そ

して契約金額のうち 77.9％と 8 割近くの

金額が同協会から他の2社に再委託されて

いることから、上記の記述だけでは、特命

理由が十分に説明されているとは言えな

い。また、特命理由書では「財団法人であ

ることから経費の節減が図れます。」とさ

れている。確かに市の基準では、財団法人

の場合、株式会社よりも低い諸経費率で積

算することになるが、市の積算と業者から

の実際の見積額は別である。一般的に各業

者からの見積額や入札額は受注への思惑

を含んだ金額であり、市の積算基準の違い

がそのまま業者の見積額に反映されると

は限らない。したがって、本業務の場合、

特命とするならば、同協会にしかできない

業務を具体的に特定して明記すべきであ

り、また、高い再委託率となることの止む

を得ない理由も明らかにすべきである。 

 

 

 

 

 

調査等委託業務に関する事前協議手続

きは、現在、全市的にほとんど機能してい

ないため、企画政策室において、事前協議

の必要性や方法等の検討を行っており、そ

の検討結果に基づき対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特命委託である場合は、特命の理由を明

確にし、その内容の専門性や特殊性等の視

点から厳正な業者選定を行うよう課内で

の周知徹底を行った。 

平成 17 年度からは、業務内容・特命理

由等について、より入念に精査することに

より、透明性・競争性の高い業者選定を行

った。 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

それらが説明できないのであれば、複数

からの見積書入手や提案書のコンペ等を

実施すべきであった。 

 

③業務着手時に実施計画書を提出させる

必要がある【都市交通政策課】 

 

委託業務要綱第 15 条では「業務に着手

するときは、あらかじめ委託先から業務の

実施計画書を徴するとともに、必要な場合

は、当該実施計画の内容について調整を図

ること。」とされているが、本業務では実

施計画書を徴していない。委託業務要綱は

工事に係る調査委託を対象外としている

ため、それに該当するとした場合には、直

接、規定に反しているとは言えないが、委

託先が業務に着手する前に、市の仕様書ど

おりに業務実施予定であることを確認す

ることはどの委託業務にも共通する重要

な点である。また、業務開始後も、市によ

る進行管理や履行確認の際に参考とすべ

き重要な書類であり、他の委託業務と同様

に、事前に実施計画書を提出させる必要が

ある。 

 

④再委託業務の具体的な内容について、委

託先から正確に提示させる必要がある。

【都市交通政策課】 

 

本業務は、(財)北九州都市協会から他の

2 社に再委託されている。そのうち 13,000

千円の再委託については、再委託承認申請

書で業務内容を「レーンバス計画及び電車

跡地活用基本計画に係る地元、地権者との

協議等補助業務」としている。しかし、「レ

ーンバス計画及び電車跡地活用基本計画」

は本業務の主な目的そのものであり、ま

た、「地元、地権者との協議」もレーンバ

ス計画及び電車跡地活用基本計画に係る

説明資料作成である。さらに、担当課によ

ると、再委託先は上記以外に用地調査など

も実施しているとのことである。したがっ

て、現状の再委託承認申請書では、委託業

務の具体的な内容が正確に示されている

とは言えない。再委託されている金額は、 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務の仕様書と具体的な作業とを

比較し、適正な進行管理や履行確認を行う

ため、全ての委託について、あらかじめ委

託先から実施計画書を徴するよう改善を

図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再委託承認申請書については、再委託の

妥当性やその金額の経済性などを正確に

把握するため、より具体的な業務内容を提

示させるよう周知徹底を行った。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

本業務の委託金額の 6 割を占めることか

ら、市としても再委託の妥当性や再委託金

額の経済性などを検討した上で承認する

必要があるため、再委託業務の内容を正確

に把握しなければならない。再委託承認申

請書においては、より具体的に再委託の業

務内容を提示させる必要がある。 

 

４．現空港地区基本整備計画策定調査業務  

 

①企画政策室との協議を行う必要がある。

【計画調整課】 

 

委託による調査等の調整に関する規定

によると、市が委託して行う調査、研究及

び計画案の作成について、総合調整を行う

ことにより調査等の重複競合を避けると

ともに調査等の結果の効率的活用を図る

ため、企画政策室長と協議を行うこととさ

れている。具体的には、調査等の企画執行

に当たって、必要資料を提出し、企画政策

室長と協議しなければならないが、実際に

は行われていない。 

規定に従って、適正な事務手続きが必要

である。 

 

②透明性・競争性の高い業者選定とする必

要がある【計画調整課】 

 

財団法人北九州都市協会への特命理由

としては、1)都市計画全般に関する高度な

技術を有する、2)市政の長期的なデータや

情報を十分蓄積している、3)本市の都市計

画マスタープランやルネッサンス構想に

基づく様々な計画策定業務を受託してい

る、の 3 点が挙げられている。 

1)は特命理由として必要条件であって

も十分条件ではない。2)と 3)についてはよ

り詳細な説明が必要であるが、これが特命

理由として妥当であるならば、長期的な市

政データを必要とするような計画策定、あ

るいは都市計画マスタープランやルネッ

サンス構想に関連した調査業務は全て同

協会に特命すべきということになる。 

一方、同協会は契約金額 10,080 千円の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査等委託業務に関する事前協議手続

きは、現在、全市的にほとんど機能してい

ないため、企画政策室において、事前協議

の必要性や方法等の検討を行っており、そ

の検討結果に基づき対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特命委託である場合は、特命の理由を明

確にし、その内容の専門性や特殊性等の視

点から厳正な業者選定を行うよう課内で

の周知徹底を行った。 

平成 17 年度からは、業務内容・特命理

由等について、より入念に精査することに

より、透明性・競争性の高い業者選定を行

った。 

 

 



   

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

59.5%と約 6 割を別の業者に再委託してお

り、業務の半分以上は同協会でなくてはな

らないというわけではないようである。 

以上から、特命理由としては説得力に乏

しいため、もう少し詳細に同協会でなけれ

ばできない業務を特定して示すとともに、

高い再委託率についてやむを得ない理由

を説明すべきである。明確な特命理由を示

すことが出来ない場合は、複数からの見積

書の入手や提案書のコンペの実施など、第

三者にもその理由がわかるような形で業

者を選定することが必要である。 

 

５．住宅政策推進・基礎調査業務 

 

①透明性・競争性の高い業者選定とする必

要がある。【住宅計画課】 

 

委託先への特命理由として、1)住宅に関

する豊富な調査・計画の実績やデータを有

している、2)市の住宅関連調査実績が豊富

であり、市内の住宅の実態や住宅政策に精

通している、が挙げられているが、「この

業務を他に受託できる業者はない。」（特

命理由書より）と断定できるだけの理由は

説明されていない。業務内容をみる限り、

対応可能な業者が他に全くいないとは言

えない。ただし、過去の実績から、この業

者が質の高い業務を、より効率的に実施で

きる可能性を有することは十分ありうる

ため、特命理由書においてその点を具体的

に記載すべきである。あるいは、より客観

的に評価し、第三者にそれを説明できるよ

うに、複数業者から業務実施方法と見積金

額を提案させるコンペ方式などを採用す

る必要があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特命委託である場合は、特命の理由を明

確にし、その内容の専門性や特殊性等の視

点から厳正な業者選定を行うよう課内で

の周知徹底を行った。 

平成 17 年度からは、業務内容・特命理

由等について、より入念に精査することに

より、透明性・競争性の高い業者選定を行

った。 
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６．市営住宅新再配置計画策定基礎調査 

 

①企画政策室との協議を行う必要がある。

【住宅整備課】 

 

委託による調査等の調整に関する規程

によると、市が委託して行う調査、研究及

び計画案の作成について、総合調整を行う

ことにより調査等の重複競合を避けると

ともに調査等の結果の効率的活用を図る

ため、企画政策室長と協議を行うこととさ

れている。具体的には、調査等の企画執行

に当たって、必要資料を提出し、企画政策

室長と協議しなければならないが、実際に

は行われていない。規程に従って、適正な

事務手続が必要である。 

 

②透明性・競争性の高い業者選定とする必

要がある。【住宅整備課】 

 

(財)北九州都市協会への特命理由とし

て、1)市の現状・今後の動向等に精通して

いる、2)委託に伴う諸経費が安価である、

3)本業務で市営住宅入居者に係る項目に

ついての分析などを行うため、個人情報保

護の観点からデータの取扱いをより慎重

を期す必要がある、という点が挙げられて

いる。 

1)については特命理由として説明が不

足している。報告書を見る限りは、統計デ

ータの整理・図表化とそこから読み取れる

点のコメントの作成、及び住宅需要予測で

あり、特に市の動向に精通している部分が

十分生かされている内容とは言えない。 

 2)については、財団法人のため、市の積

算基準上は株式会社よりも諸経費率が低

いことを指している。しかし、業者による

見積額や入札額は市の積算基準どおりに

計算されるとは限らず、受注に向けた業者 

の思惑により決められる部分もあるため、

複数業者で見積合わせや入札を行った場

合、同協会が最も低い金額になるとは言い

切れない。本業務の随意契約の理由とし

て、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項

第 5 号の「時価に比して著しく有利な価格 

 

 

 

 

 

調査等委託業務に関する事前協議手続

きは、現在、全市的にほとんど機能してい

ないため、企画政策室において、事前協議

の必要性や方法等の検討を行っており、そ

の検討結果に基づき対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特命委託である場合は、特命の理由を明

確にし、その内容の専門性や特殊性等の視

点から厳正な業者選定を行うよう課内で

の周知徹底を行った。 

平成 17 年度からは、業務内容・特命理

由等について、より入念に精査することに

より、透明性・競争性の高い業者選定を行

った。 
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で契約を締結することができる見込みの

あるとき」とされているが、上記のような

疑問が生じるため、「著しく有利な価格」

の見込みについてさらに説明を加える必

要がある。 

3)は、同協会が市の 100％出資団体であ

り、市の職員が派遣されていることを指し

ていると考えられるが、同協会が市とは別

の法人であることは他の民間業者と同じ

で、これは委託契約の中で個人情報保護や

守秘義務の条項を定めて、遵守させること

で対応すべき問題と言える。 

一方、同協会は契約金額のうち、およそ

4 分の 3 程度を他の業者に再委託してお

り、前述 1)のような同協会の「精通部分」

が金額的にもそれほど大きな比重を占め

ているわけではない。また、再委託先の民

間業者も情報やデータを扱っていること

になり、この点からも個人情報の保護とい

う特命理由が意味を失っている。 

さらに、その再委託先は、本業務に関連

して平成 13 年度に行われた調査業務にお

いては、市から直接受託している業者であ

る。また、前述の「平成 15 年度住宅政策

推進・基礎調査業務委託」においても市が

直接、特命随意契約を行っている相手先で

あり、今回、特に同協会に特命する必然性

はない。 

以上の状況を踏まえると、既存の特命理

由書の記述は特命の理由を十分に説明し

ているとは言えない。同協会でなければで

きない業務などをより具体的に明示すべ

きである。仮に説得力のある形で説明がで

きない場合は、特命とせず、複数業者から

提案書（見積額を含む）を提出させるコン

ペを実施するなど、より競争性、透明性を

有する方法で業者を選定することが必要

であった。 
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③再委託申請承認の手続において契約予

定金額を把握する必要がある。【住宅整備

課】 

 

同協会から他の業者への再委託の際に

は、市との委託契約書の条文に従って、再

委託承認申請書が市に提出されている。し

かし、その申請書には再委託で予定されて

いる契約金額が記されておらず、市の担当

課でも把握されていなかった（監査時に市

から同協会に問い合わせて概算金額が判

明した）。市は再委託の申請を受けて、そ

の必要性や妥当性、経済性等を判断するこ

ととなるが、金額面の情報がないと、再委

託の業務内容に見合う金額であるかどう

か、経済性に配慮した再委託金額になって

いるかどうかなどが検討されないまま、再

委託を承認することとなる。したがって、

契約予定金額は業務内容とともに再委託

を承認する際に欠かせない重要な情報で

ある。また、合理的な理由がないまま再委

託率が高すぎる場合には委託先との契約

自体についても問題となるため、その意味

でも再委託金額のチェックは必要である。 

再委託承認申請書の様式は特に定めら

れたものはないが、再委託金額については

必ず書面で提出させた上で、承認するかど

うかの判断を下すことが必要である。 

 

 

 

 

再委託金額は再委託を承認する際に欠

かせない情報であるため、今後は再委託承

認時のチェック項目の一つとして、再委託

金額を書面で提出させるよう改善した。 

 


